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災害時のリハビリテーション支援活動に関する協定 
 

和歌山県（以下「甲」という。）と和歌山 JRAT（以下 「乙」という。）は、災害リハビリテーション支援につい
て次のとおり協定を締結する。 

  
（総則）  

第１条 この協定は、国内において、災害が発生した場合において、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）、災
害対策基本法（昭和 ３６ 年法律第 ２２３ 号）、大規模災害時の保健医療福祉活動に係る体制整備通達（令和４
年７月２２日付け医政発０７２２第１号。以下「通達」という。）、又は和歌山県地域防災計画に基づき甲が行う
災害リハビリテーション支援活動に係る乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。  
 
（定義） 

第２条 災害リハビリテーションとは、被災者、要配慮者等（以下「支援対象者」という。）の災害関連死、生活不
活発等を防ぐために、リハビリテーション医学及び医療の視点から関連専門職が組織的に支援を展開することで、
支援対象者の早期自立生活の再建及び被災地域の復興を支援する活動の全てをいう。 

２ 災害リハビリテーション支援活動とは、前項の支援及び当該被災地支援に係る本部運営、情報収集、人材の派遣
等の調整業務をいう。 

３ 前項の本部とは、通達による「保健医療福祉調整本部」（以下「調整本部」という。）をいい、連絡窓口として乙
の担当者を配置する。  

４ 乙は、乙自身の本部を設ける。 
 
 （災害リハビリテーション支援活動に係る人材の派遣）  

第３条 甲は、災害リハビリテーション支援活動を実施する必要が生じた場合は、迅速適切に乙に対し、場所、期間、
その他必要な事項を示し、当該活動に係る人材の派遣を要請するものとする。 

２ 乙は、前項の要請を受けた場合は、速やかに、災害リハビリテーション支援活動に係る医療救護班（以下「災害
リハビリテーション支援チーム」という。）を編成し派遣するものとする。 

３ 多方面の情報に基づき、乙は甲と協議の上で派遣規模を決定する。 
４ 甲が依頼する災害リハビリテーション支援チームの派遣は原則として和歌山県内とする。但し他都道府県から

依頼された場合の取り扱いは第１４条に定める。  
 

 （災害リハビリテーション支援チームの業務）  
第４条 乙が派遣する災害リハビリテーション支援チームは、甲又は市区町村が設置する避難所、仮設住宅、在宅

避難者等において災害リハビリテーション支援を行うことを原則とする。  
２ 災害リハビリテーション支援チームの業務は次のとおりとする。 
 （１）避難所、避難場所等の環境アセスメント並びに改善に関する対応及び提案 
 （２）支援対象者に係るリハビリテーション適応に対する評価（リハビリテーショントリアージ）及び情報収集  
（３）支援対象者の生活不活発病等を予防するための活動  
（４）リハビリテーション医療器材（福祉用具、補装具、自助具等）の評価及び提供に関する対応  
（５）その他必要な支援  
 
（連絡責任者の指定）  

第５条 第３条第１項の派遣要請の手続を円滑に行うため、甲乙両者は事前に連絡責任者及び副連絡責任者を定め、
緊急時の連絡先を相互に報告するものとする。その内容に変更を生じた場合は、申し出て内容を更新するものと
する。第２条３項の連絡担当者についても同様に、乙は報告・更新を甲に申し出るものとする。  
 
（指揮） 

第６条 乙の災害リハビリテーション支援に対する指揮は、甲の保健医療福祉調整本部会議の方針等に基づき、甲
が指定する者が行うものとする。 

２ 前項の指揮に基づき、派遣された災害リハビリテーション支援チームの活動の指示を乙が行う。 
 
（災害リハビリテーション支援チームの輸送） 

第７条 災害リハビリテーション支援チームの輸送手段は乙が確保するものとする。ただし、道路等の被災状況によ
り乙による輸送手段の確保が困難な場合には、甲は乙に対して必要な措置を講じるものとする。  

 
（医療費） 

第８条 避難所、避難場所等における支援対象者の医療費は無料とする。 
  
（支援活動終了の時期） 

第９条 災害リハビリテーション支援活動の終了は、原則として避難所等の規模が縮小するとともに、被災地域の医
療・介護サービス及び地域リハビリテーション支援体制がその機能を回復し、当該活動を引き継ぐことが可能と
なる時期とする。具体的な支援活動終了の期日については、甲乙協議の上決定する。 
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（実費弁償等） 
第１０条 甲の要請に基づき、乙がリハビリテーション支援活動を実施した場合に要する次の費用は、甲が負担する

ものとする。 
 （１）災害リハビリテーション支援活動に要する旅費 

（２）災害リハビリテーション支援活動に従事する際に使用するリハビリテーション医療器材、医薬品等に係
る損料  

 
（災害救助法適用時の実費弁償） 

第１１条 甲の要請に基づき乙が派遣した災害リハビリテーション支援チームが、災害救助法（昭和２２年法律第１
１８号）第７条の規定による救助に関する業務に従事した場合には、甲は、災害救助法施行令（昭和２５年政令
第２８５号）第５条の定めるところにより費用を弁償するものとする。 

 
（損害賠償） 

第１２条 甲は、甲の要請に基づき乙が派遣した災害リハビリテーション支援チームが、その業務に従事したために
負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡したときには、災害応急措置の業務に従事した者の損害補償に関する
条例（昭和３９年和歌山県条例第２７号）に定めるところによりその損害を賠償するものとする。 

２ 甲は、甲の要請に基づき乙が派遣した災害リハビリテーション支援チームの活動における事故等に対応するた
め傷害保険に加入するものとする。 

 
（他都道府県の災害リハビリテーション支援チームの受入） 

第１３条 災害の規模及び状況を踏まえて、甲が、甲以外からの災害リハビリテーション支援活動のための人材を
受入れて対処することを決定した場合には、乙はその都道府県からの災害リハビリテーション支援チームの受入
れの調整を行うものとする。 

 
 （他都道府県への災害リハビリテーション支援チームの派遣）  

第１４条 他都道府県における災害発生時に、他都道府県から甲に対して、甲の災害リハビリテーション支援チーム
の派遣要請があり、甲が必要と認めた場合は、乙はその災害リハビリテーション支援チームの派遣の調整を行う
ものとする。 
 
 （他都道府県間の災害リハビリテーション支援チームの受入・派遣時の適用協定） 

第１５条 第１３条の支援チームの受入、第１４条の支援チームの派遣においては、被災都道府県の協定を適用す
る。 

 
（活動報告） 

第１６条 乙は、災害リハビリテーション支援活動を実施したときは、活動終了後速やかに乙の様式にて甲に提出す
るものとする。  

 
（平時の訓練）  

第１７条 乙は、甲が行う合同防災訓練等に関し、甲の要請に基づき参加・協力をする。  
 
（細目） 

第１８条 この協定を実施するための必要な事項については、別に定めることができる。  
 
（協議） 

第１９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議の上定める。  
 
（有効期間） 

第２０条 この協定の有効期間は、協定の締結の日から起算して１年間とする。ただし、この協定の有効期間満了日
までに、甲乙いずれからも何らかの意思表示がない場合はこの協定は１年間延長され、以降同様とする。 
この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。 
 

 
                       令和６年４月１９日 
 
                         甲 和歌山県和歌山市小松原通１丁目１番地 

和歌山県知事  岸 本 周 平 
 

 
 

乙 和歌山県和歌山市紀三井寺８１１番地１  
和歌山県立医科大学リハビリテーション医学講座内 
和歌山 JRAT 代表  峠   康 
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支給・貸付対象となる災害の規模

下記の自然災害  

(１)　市町村において住居が５世帯以 支給・貸付対象者

　　　上滅失した災害

(２)　都道府県において住居が５世帯

　　　以上滅失した市町村が３以上ある

　　　場合の災害

(３)　都道府県内において災害救助法

　　　が適用された市町村が１以上ある 支給・貸付限度額

　　　場合の災害 区　　　分

(４)　災害救助法が適用された市町村 災害弔慰金

　　　をその区域内を含む都道府県が２ 災害障害見舞金

　　　以上ある場合の災害

　都道府県内で災害救助法の適用さ

　れた市町村が１以上ある災害

世 帯 主 の １ か 月 以 上
の 負 傷 が な い 場 合

―

１５０万円

１７０万円

２５０万円

２５０万円

３５０万円

３５０万円

注 (1)　所得制限有り

　　(2)　利率　　　        延滞の場合を除き、年３％以内で条例で定める率

　　　　（据置期間中は無利子）

　　(3)　据置期間　　    ３年（特別の場合は５年）

　　(4)　償還期間　    　１０年（据置期間を含む）

　　(5)　償還方法　    　年賦、半年賦又は月賦

支給・貸付対象者及び支給・貸付限度額

災害弔慰金等支給及び援護資金等貸付計画

種類

災

害

援

護

資

金

災

害

弔

慰

金

災

害

障

害

見

舞

金

２７０万円

３５０万円

３５０万円

５００万円

当該災害により死亡（災害後３か月間生死不明の場合を含む）し
た者の遺族

当該災害により重度の障害（両眼失明、要常時介護、両上肢ひ
じ関節以上切断等）を受けた者

災害弔慰金

災害障害見舞金

生計維持者 そ    の   他

２５０万円

２５０万円

１２５万円

３５０万円

住居が全壊した場合

上記の場合で住居の残存部分を
取り壊さざるを得ない場合等特別
の事情がある場合

住居の全体が滅失若しくは流失し
た場合

１世帯当たりの貸付限度額

世帯主の１か月以上の負
傷 が あ る 場 合

１５０万円

２５０万円

家財等の損害がない場合

   市町村の住民のうち、当該都道府県内で次の被害を受けた世帯の世帯主

３５０万円

家財等１／３以上の損害がある場
合

住居が半壊した場合

上記の場合で住居の残存部分を
取り壊さざるを得ない場合等特別
の事情がある場合

災害の種類及び程度
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資金の使途 貸付限度額 据置期間 償還期間 貸付利子

生活支援費
生活再建までの間に必要な生活費用（貸付
期間は原則３月、最長１２月）

（単身世帯） １５万円/月
（二人以上） ２０万円/月

住宅入居費
敷金や礼金など、住宅の賃貸契約を結ぶた
めに必要な費用

４０万円

一時生活再建費
生活再建のため一時的に必要で、日常生活
費では賄うことが困難な費用

６０万円

緊急小口資金
緊急かつ一時的に生計の維持が困難となっ
た場合に必要な生活費用

１０万円 ２月以内
据置期間
終了後
１２月以内

無利子

資金の主な使途
　①生業を営むために必要な経費
　②技能習得に必要な経費
　③住宅の増改築等に必要な経費
　④負傷又は疾病の療養に必要な経費
　⑤災害を受け臨時に必要な経費
　⑥冠婚葬祭に必要な経費
　⑦住居の移転等に必要な経費
　⑧福祉用具等の購入に必要な経費
　⑨障害者用自動車の購入に必要な経費
　⑩その他日常生活上一時的に必要な経費

（資金の使途に応じ、貸付限度額及び償還
期限の目安を設定）

教育支援費
低所得世帯の方が高等学校、大学等に就
学するために必要な経費

（高校） ３．５万円/月
（高専） ６．０万円/月
（短大） ６．０万円/月
（大学） ６．５万円/月

就学支度費
低所得世帯の方が高等学校、大学等に入
学する際に必要な経費

５０万円

一般世帯向け
低所得の高齢者世帯において必要な生活
費用（一定の居住用不動産を担保として貸
付）

土地の評価額の７割程
度　かつ　３０万円/月

要保護世帯向け
生活保護を受けている高齢者世帯において
必要な生活費用（一定の居住用不動産を担
保として貸付）

土地及び建物の評価額
の７割（集合住宅の場合
は５割）程度　かつ　生活
扶助額の１．５倍以内

据置期間
終了時

卒業後
６月以内

契約終了後
３月以内

連帯保証人あり
　・・・無利子

連帯保証人なし
　・・・年１．５％

不動産担保型
生活資金

教育支援資金 無利子

年利３％又は銀
行の長期プライ
ムレートのいず
れか低い利率

福祉費

①４６０万円
②５８０万円
③２５０万円
④２３０万円
⑤１５０万円
⑥５０万円
⑦５０万円
⑧１７０万円
⑨２５０万円
⑩５０万円
※いずれも目安

資金の種類

据置期間
終了後
２０年以内

６月以内
据置期間
終了後
１０年以内

総合支援資金

連帯保証人あり
　・・・無利子

連帯保証人なし
　・・・年１．５％

福祉資金

６月以内

据置期間
終了後
①２０年以内
②８年以内
③７年以内
④５年以内
⑤７年以内
⑥３年以内
⑦３年以内
⑧８年以内
⑨８年以内
⑩３年以内
※いずれも目
安



48-00-00                                   県生活衛生課 

 

 

和歌山県広域火葬実施要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 次の場合（以下「大規模災害等」という。）において、この要綱に定めるところにより遺体の円滑

な火葬に努めるものとする。 

  (1) 大規模災害の発生 

  (2) 感染症のまん延 

  (3) その他、広域火葬を必要とする事態の発生 

 （定義） 

第２条 この要綱において「広域火葬」とは、大規模災害等により、市町村が平常時に使用している火葬場

の火葬能力だけでは当該市町村の遺体の火葬を行うことが不可能となった場合（当該火葬場が被災して稼

働できなくなった場合を含む。）において、他の火葬場を活用して広域的に火葬を行うことをいう。 

 （実施の体制） 

第３条  広域火葬が必要である場合、県環境生活部生活局生活衛生課（法に基づく災害対策本部が設置され

ている場合は、同本部とする。）は、情報の収集及び災害規模等に応じた応援可能な火葬場の選定を行い、

効率的な広域火葬を推進するものとする。 

 （被害状況の把握及び報告） 

第４条 大規模災害等の被害を受けた市町村（以下「被災市町村」という。）は、大規模災害等発生後、速

やかに区域内の死者数並びに火葬場の状況、火葬要員の安否及び出動可能性並びに火葬場の火葬能力の把

握を行い、県に報告するものとする。       

２ 県は、被災市町村からの報告に基づき被害状況をとりまとめ、速やかに厚生労働省に報告するものとす

る。 

 （広域火葬の応援・協力の要請） 

第５条 被災市町村は、広域火葬が必要と判断したときは、県に対し、広域火葬の応援要請をするものとす

る。                                                  

２ 県は、前項の規定による応援要請又は自らの判断により、 応援可能な市町村若しくは火葬場（以下「応

援市町村等」という。）、又は近隣府県に対し、広域火葬協力依頼をするとともに、厚生労働省にその旨

を報告するものとする。 

３ 県及び市町村は、県内又は近隣府県で大規模災害等が発生したときは、速やかに広域火葬の応援体制を

整え、積極的にこれに対応するものとする。 

 （火葬場の選定）                                                             

第６条 県は、応援市町村等又は近隣府県の広域火葬の協力承諾の状況を整理し、広域火葬の応援要請を行

った被災市町村（以下「応援要請市町村」という。）ごとに協力承諾のあった火葬場の割り振りを行い、

応援要請市町村に通知するとともに、協力承諾のあった応援市町村等又は近隣府県に対し協力依頼の通知

を行う。 

２ 応援要請市町村は、県の割り振りに基づき、遺体安置所に安置されている遺体及び遺族が保管している

遺体について、火葬場の割り振りを行い、遺族に遺体搬送についての同意を得ることに努めるとともに、



応援市町村等と火葬の実施方法等についての調整を行う。 

 （遺体の取扱い） 

第７条 被災市町村は、遺体の取り扱いについて次の措置を講じるものとする。 

  (1) 遺体数に応じた十分な遺体安置所の確保 

  (2) 遺体処理のために必要な物資の調達 

  (3) 作業要員の確保 

  (4) その他必要事項 

２ 前項各号の規定による措置を講じることが困難である場合、被災市町村は、県に支援要請することがで

きる。 

３ 県は、前項の規定により支援要請があったときは、これに応じるものとする。 

 （遺体の搬送） 

第８条 被災市町村は、火葬場までの遺体保存のための資機材の搬入車両及び遺体を火葬場まで搬送する車

両は、あらかじめ県公安委員会の確認を受けた緊急車両を用いるものとする。  

２ 被災市町村は、緊急車両が十分に確保できない場合は、自衛隊、関係業者等の協力を県に要請するもの

とする。 

 （住民への情報提供） 

第９条 応援要請市町村は、広域火葬を円滑に実施するために相談窓口を設置し、住民に広域火葬に係る情

報提供を行うものとする。 

 （災害以外の事由による遺体の火葬）                                              

第１０条 応援要請市町村は、当該市町村の区域内の自然死、病死等大規模災害等以外の事由による遺体の

火葬についても広域火葬の対象とし、相談窓口において火葬の申込を受け付けるものとする。 

 （火葬に係る特例的取扱い） 

第１１条  被災市町村は、被災市町村が迅速な火葬許可事務の実施が困難であると認められる場合には、戸

籍確認の事後の実施等、実態に応じた事務処理を行うものとする。 

 （火葬状況の報告） 

第１２条 応援市町村等は、自ら設置する火葬場における火葬実績及び近隣被災市町村から搬入した広域火 

 葬実績を大規模災害等による遺体とその他の原因による遺体とに区分して、県に報告するものとする。 

２ 前項の報告を行った市町村等以外の市町村又は火葬場は、大規模災害による遺体とその他の原因による

遺体とに区分して、県に報告するものとする。 

３ 県は、県内の火葬場別に報告をとりまとめ、厚生労働省に報告するものとする。 

 （引取者のいない焼骨の保管） 

第１３条 引取者のいない広域火葬による焼骨については、応援要請市町村が保管するものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成１１年１０月１３日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から適用する。 

      附 則 

  この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。 



      附 則 

  この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

   附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 



 
 

48-00-01                              県生活衛生課 

 

和歌山県広域火葬事務処理要領 
 
（目的） 
第１条 この要領は、和歌山県広域火葬実施要綱（以下「火葬要綱」という。）に基づき、

県、市町村（一部事務組合を含む。）及び近隣府県間の広域火葬に係る速やかな情報の 伝

達に必要な事項を定める。 
（基礎資料の整備） 
第２条 県は、次に掲げる基礎資料を作成し、市町村に周知する。 
 （１）市町村等連絡調整担当部局一覧 
 （２）火葬場連絡調整主管課等一覧 
 （３）火葬場整備状況一覧 
 （４）火葬場配置図 
 （５）その他必要な資料 
２ 市町村は、大規模災害時等において資器材の調達・運搬、火葬等の広域的応援の円滑な

推進を確保するため、前項に掲げられた資料を常備・活用する。 
（通報先及び方法） 
第３条 県がこの要領の規定に基づき行う通知等は、市町村及び県立保健所へ行うものと

 する。 
２ 和歌山市は、この要領の規定に基づき行う報告等は、県へ行うものとする。 
３ 和歌山市を除く市町村は、この要領の規定に基づき行う報告は、県立保健所（支所） 

を経由して行うものとする。 
（火葬場被害状況報告） 
第４条 火葬要綱第４条の規定による報告は、火葬場被害（復旧見込）状況報告（別記第 

１号様式）により行うものとする。 
（広域火葬応援の要請） 
第５条 火葬要綱第５条の規定による広域火葬応援の要請は、県及び被災市町村を所管す

る県立保健所（支所）へ電話等で、死亡者数、火葬依頼、遺体数等を速やかに通報し、おっ

て広域火葬応援要請（別記第２号様式）を送付することにより行うものとする。 
２ 前項の広域火葬要請は、被災市町村の区域における死亡者数の大幅な変動等により、新

たにその必要が生じたときはその都度行うものとする。 
（広域火葬の協力依頼） 
第６条 県は、前条の規定による被災市町村から受けた広域火葬応援要請に基づき、協力 

依頼するときは、広域火葬協力依頼（別記第３号様式）により行うものとする。 
２ 前項の広域火葬協力依頼は、第５条第２項に対応してその都度行う。 
（広域火葬の受入回答） 
第７条 前条により依頼を受けた場合、市町村は直ちに火葬受入計画等を検討し、県及び県

立保健所（支所）へ速やかに広域火葬受入報告（別記第４号様式）を送付するものと する。 
（広域火葬場の割り振り、連絡等） 



 
 

第８条 火葬要綱第６条による割り振りは、前条に規定する広域火葬応援受入報告の到達

後、応援火葬場割り振り（計画）表（別記第５号様式）を作成することにより行うものとす

る。 
２ 県は、被災市町村及び被災市町村を所管する県立保健所（支所）へ応援火葬場割り振り

通知（別記第６号様式）を、また、広域火葬応援を行う県立保健所（支所）へ応援火葬割り

振り通知（別記第７号様式）を送付するものとする。 
３ 火葬要綱第１２条による報告は、広域火葬応援日報（別記第８号様式）により毎日行う

ものとする。 
（広域火葬応援依頼の終了） 
第９条 被災市町村の担当部局は、広域火葬応援の必要がなくなる前日までに県及び県立

保健所（支所）へ電話等でその旨を連絡し、完了したときは、速やかに広域火葬依頼実施報

告（別記第９号様式）を提出するものとする。 
（広域火葬応援実績の報告） 
第１０条 県は、前条の連絡を受けたときは直ちに広域火葬応援を行っている市町村及び

県立保健所（支所）にその旨を連絡するものとする。 
２ 前項の連絡を受けた市町村等火葬場設定者は、速やかに県及び県立保健所（支所）へ広

域火葬実績報告（別記第１０号様式）を提出するものとする。 
（近隣府県等からの広域火葬応援に係る対応） 
第１１条 近隣府県等から広域火葬応援の要請があった場合は、第７条から前条までの規

定に基づき対応する。 
（その他） 
第１２条 この要領の実施に関しその他必要な事項は、県が適宜市町村等と協議し、別に定

める。 
附 則 

 この要領は、平成１１年１０月１３日から適用する。 
附 則 

 この要領は、平成２２年４月１日から適用する。 
附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から適用する。 

 



別記第１号様式（第４条関係）

年 月 日

和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長　殿
（和歌山県 保健所長）

火　葬　場　設　置　者　名

年 月 日 時 分に発生した（　　　　　　　　　　　）による火葬場の被害
（復旧見込）状況は、次のとおりです。

（ ）

火葬場被害（復旧見込）状況報告（第　　報）

分日 時年 月

（状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）無 有

（状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）無 有

（状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）無 有

（状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）無 有

有

年

月 日年

そ　の　他

連絡担当者 （内線）電　　　　　話

メールアドレス

不明無

支障有り支障なし

点 検 日 時

被 害 状 況
（復旧見込）

火葬炉の使用

復 旧 見 込

体／日）

火 葬 炉 本 体

火葬炉付帯設備

建 屋

（状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）そ の 他

一部不能 （最大火葬数

無

一部稼働

全部稼働

復旧時の応援の必要性

電 話 ・ 職 員 の確 保等

損傷箇所の写真撮影

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

災 害 緊 急

担当部局課

職名 ・ 氏名

不能 不明 調整中

支障なし

進 入 路

月 日



別記第２号様式（第５条関係）

年 月 日

和歌山県災害対策本部長　殿
（環境生活部生活局生活衛生課扱い）

（ ） 市町村災害対策本部長

当市町村内において次のとおり多数の死亡者が発生したため、その死亡者の火葬等に係る広域応
援を要請します。

（ ）

【 月 日 時現在 】 　 人

人

人 人

（前報比増減数 人 ） 人

【 月 日 時現在 】 人 （前報比増減数 人 ）

【 月 日 時現在 】 　 人

人

人 人

（前報比増減数 人 ） 人

（注）小人は、１２歳未満の子供とする。

そ  の  他

火葬等

応援要

請事項 不明：

　遺体数
　※災害以
　 　外の死
　 　亡を含
　 　む。

小人：

胎児：

行 方 不 明 者 数

災 害 緊 急

担当部局課

職名 ・ 氏名

電　　　　　話

遺  体  数

内　　　訳

大人：

連 絡 調 整
担   当   者

（内線）

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

メールアドレス

死　亡　者　数
※災害以外の
　 死亡を含む。

大人：

小人：死亡者数

内　　　訳 胎児：

不明：

市町村全域 一部地域

広域火葬応援要請（第　　報）

災害発生場所



別記第３号様式（第６条関係）

年 月 日

火葬場設置者　殿

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

年 月 日 時 分に発生した（　　　　　　　　　　　）により、次の市町村
内において多数の死亡者が発生し、当該（府県）市町村災害対策本部長から広域火葬応援の要請があり
ましたので、貴管内の火葬場における火葬応援の可否について報告をお願いします。

【 月 日 時現在 】 　 人

人

人 人

（前報比増減数 人 ） 人

【 月 日 時現在 】 人 （前報比増減数 人 ）

【 月 日 時現在 】 　 人

人

人 人

（前報比増減数 人 ） 人

そ  の  他

　死　  亡  　者  　数
　※災害以外の死亡
   　を含む。

　災害発生府県及び
　市町村名 （※第２報以降、再応援要請市町村は△印、新規応援要請市町村は○印）

　遺体数
　※災害以
　 　外の死
　 　亡を含
　 　む。

死亡者数

内　　　訳

連 絡 調 整
担   当   者

e0316001@pref.wakayama.lg.jpメールアドレス

職名 ・ 氏名

電　　　　　話

不明：

胎児：

小人：

胎児：

不明：

災 害 緊 急

小人：

大人：

広域火葬協力依頼（第　　報）

行 方 不 明 者 数

Ｆ　　Ａ　　Ｘ ０７３－４４１－２６３９

直通　　０７３－４４１－２６２０

火葬等

応援要

請事項

担当部局課 和歌山県環境生活部生活局生活衛生課

遺  体  数

内　　　訳

大人：



別記第４号様式（第７条関係）

年 月 日

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長　殿
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

火　葬　場　設　置　者　名

年 月 日 付けで依頼のありました標記について、次のとおり報告します。

・ ）

月 日 （ ） 時 ～ 時 体 時 ～ 時 体

月 日 （ ） 時 ～ 時 体 時 ～ 時 体

月 日 （ ） 時 ～ 時 体 時 ～ 時 体

月 日 （ ） 時 ～ 時 体 時 ～ 時 体

月 日 （ ） 時 ～ 時 体 時 ～ 時 体

（注）小人は、１２歳未満の子供とする。

連 絡 調 整
担   当   者

所　在　地

検討中

担当部局課

職名 ・ 氏名

電　　　　　話

不可能

不可能

受入可能遺体数
等

その他（骨つぼの確保等）

最寄りのヘリポー
ト

受　入火　葬　応　援

火　葬　場　名

否

可能 不可能 検討中

可能 不可能 検討中

メールアドレス

最寄りのヘリポート等からの車両配備

最寄りのヘリポート等における棺運搬等要員

火葬場内における棺運搬等要員

被災市町村火葬場への要員派遣

災 害 緊 急

（今後の受入の可能性：

最寄りの港

広域火葬受入報告

可能

不可能

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

可能 検討中

可能 検討中

上記の月日以降の火葬受入



別記第５号様式（第８条関係）

年 月 日

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

月 日 時 ～ 時 体

TEL

FAX

TEL

FAX

TEL

FAX

TEL

FAX

TEL

FAX

FAX

FAX

3

4

TEL

FAX

TEL

5

TEL

左記月日以降
の
受

遺　体　搬　入
被災市町村名

広域火葬場名
及び 所在地

1

2

FAX

担当部局課・担当者
及 び TEL  、 FAX

担当部局課・担当者
及 び TEL  、 FAX

最寄りのヘリ
ポート・ 港名

受入可能日時及び遺体数
（午前・午後対応の場合は２段書き）

TELTEL

FAX

広域火葬場割振り（計画）表

ヘリポート等か
らの車両配備

ヘリポート等で
の棺運搬等要員

火葬場内での
棺運搬等要員

被災地火葬場
要　員　派　遣

現在 ＮＯ．

その他応援
可 能 内 容

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中

可 能

不可能

検討中



別記第６号様式（第８条関係）

年 月 日

（ ） 市町村災害対策本部長　殿
（和歌山県立 保健所長）

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］

年 月 日 報）については、
貴市町村の火葬を別添の各火葬場に割り振りましたので、通知します。

なお、詳細については、当該火葬場と直接協議・調整を行い、円滑な火葬計画の推進を図ってください。

○ 添付書類 ： 広域火葬場割り振り表 枚 （ NO． ～ ）
【 月 日 時現在 】 　

災 害 緊 急

広域火葬場割り振り通知

付けで依頼のありました広域火葬応援要請（第

連 絡 調 整
担   当   者

メールアドレス e0316001@pref.wakayama.lg.jp

担当部局課 和歌山県環境生活部生活局生活衛生課

職名 ・ 氏名

Ｆ　　Ａ　　Ｘ ０７３－４４１－２６３９

電　　　　　話 直通　　０７３－４４１－２６２０



別記第７号様式（第８条関係）

年 月 日

火　葬　場　設　置　者　殿
（和歌山県立 保健所長）

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

年 月 日 付けの広域火葬受入報告に基づいて、別添のとおり応援火葬場を
振り割りましたので、通知します。

なお、詳細については、別途被災市町村が、各火葬場と直接協議・調整を行いますので、円滑な火
葬計画の推進にご協力をお願いします。

○ 添付書類 ： 広域火葬場割り振り表 枚 （ NO． ～ ）
【 月 日 時現在 】 　

電　　　　　話 直通　　０７３－４４１－２６２０

災 害 緊 急

広域火葬場割り振り通知

連 絡 調 整
担   当   者

メールアドレス e0316001@pref.wakayama.lg.jp

Ｆ　　Ａ　　Ｘ ０７３－４４１－２６３９

担当部局課 和歌山県環境生活部生活局生活衛生課

職名 ・ 氏名



別記第８号様式（第８条関係）

年 月 日

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長　殿
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

火　葬　場　設　置　者　名

年 月 日 に行った被災市町村内から搬入された遺体の火葬実施状況は、
次の通りです。

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

小人

胎児

累計

累計

累計

胎児

災　　害
内
 

訳

内
 

訳

大人

胎児

小人

小人

累計

累計

累計

内
 

訳

累計 累計

大人

火　葬　場　名

火
　
　
葬
　
　
実
　
　
績

死
亡
原
因
内
訳

所　　在　　地

火 葬 等 依 頼
被災市町村名

総　　計

累計

大人

累計

災 害 緊 急

広　域　火　葬　実　施　日　報

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

報 告 担 当 者

メールアドレス

災害以外

累計

その他応援事項
（連絡事項を含む）

累計

担当部局課

職名 ・ 氏名

電　　　　　話



別記第９号様式（第９条関係）

年 月 日

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長　殿
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

（ ） 市町村災害対策本部長
（ ） 市町村連絡調整担当課長

当市町村からの応援火葬場への広域火葬依頼実績は、次のとおりです。

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

体 （ 体 ）

体 体 （ 体 ）

（ 体 ） 体 （ 体 ）

（注） 本表は、１火葬場あたり１被災地ごとに作成し、速やかに報告する。
小人は、１２歳未満の子供とする。

累計

担当部局課

職名 ・ 氏名

電　　　　　話

小人

胎児

累計

累計

累計

報 告 担 当 者

所　　在　　地

火 葬 等 依 頼
被災市町村名

メールアドレス

総　　計

累計

その他応援事項
（連絡事項を含む）

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

胎児

累計

累計

累計

内
 

訳

大人

小人

災 害 緊 急

広 域 火 葬 依 頼 実 績 報 告

累計

累計

火　葬　場　名

火
　
　
葬
　
　
実
　
　
績

死
亡
原
因
内
訳

小人

胎児

災害以外

大人

災　　害

内
 

訳

累計 累計

内
 

訳

大人



別記第１０号様式（第１０条関係）

年 月 日

和 歌 山 県 災 害 対 策 本 部 長　殿
［環境生活部生活局生活衛生課扱い］
（和歌山県環境生活部生活局生活衛生課長）

火　葬　場　設　置　者　名

被災市町村から搬入された遺体の広域火葬実績（当管内の火葬場における広域火葬実績）は、
次のとおりです。

月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）
月 日 （ ）

上記以降の被災市町村からの遺体搬入予定・見込み
・ 調整中 （状況： ）

ヘリポート等による遺体運搬件数等 件 ・ 体
ヘリポート等における動員人数等 延 日 ・ 延 人
被災火葬場への動員派遣等 延 日 ・ 延 人
その他 （ ）

（注） 本表は、１火葬場あたり１被災地ごとに作成し、速やかに報告する。
小人は、１２歳未満の子供とする。

そ
の
他

無 有

合　　　計

月日・曜日 依　頼　者　　（体）
胎児小人 胎児

内　　　訳
災害死亡（体）

小人

災害以外の死亡（体）

大人

災 害 緊 急

広 域 火 葬 依 頼 実 績 報 告

火　葬　場　名

大人

報 告 担 当 者

所　　在　　地

メールアドレス

火葬等依頼被災市町村名

担当部局課

Ｆ　　Ａ　　Ｘ

職名 ・ 氏名
電　　　　　話

火
　
葬
　
実
　
績



市 町 村 等 連絡調整担当部局課 電 話 番 号 Ｆ Ａ Ｘ 番 号 メールアドレス 防 災 無 線 電 話 防 災 無 線 Ｆ Ａ Ｘ

（１）市町村連絡調整主管課一覧



設置者又は管理者名 電話番号 ＦＡＸ番号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

Ｆ Ａ Ｘ 番 号
火葬場の設置者又は管理者

（２）火葬場連絡調整主管課一覧

メールアドレスNo. 火葬場名 所　在　地 電 話 番 号



平常時 延長時

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

備考

（３）火葬場整備状況一覧

No. 火葬場名
建設又は
増 改 築
年　　　月

炉　　数
火葬数（体／日）

火葬炉型 使用燃料



・支援、指導等要綱

・火葬場被害状況報告 ・応援協力依頼

・遺体処理、火葬実施状況等報告

④火葬受入報告 ③火葬協力依頼 ①被害状況報告 ⑤⑥応援火葬場割り振り通知

⑧応援火葬日報 ⑤⑦応援火葬場 ②火葬応援要請 ・応援協力依頼伝達

⑩火葬実績報告 割り振り通知 ⑨火葬依頼実績 ・応援諾否報告 ・応援火葬場割り振

・応援実績報告 　り計画伝達

協定 ・市町村等
（締結を検討）

情報交換等 ・施設被害状況調査 ・受入計画検討
・受入計画書作成

搬送（緊急車両）

火葬場案内図、遺体搬入日時等の

情報提供

※①～⑩は、様式１～１０に対応

遺族等（遺体）

被 災 市 町 村

災 害 対 策 本 部

・応援受託火葬場との調整

・火葬計画検討・作成

・死亡者数の把握

・遺体搬送計画検討・作成

・遺体収容施設（検視等）

・遺体安置所（身元不明等）

・受入計画書作成

応援可能火葬場

・市町村、一部事務組合

・施設被害状況調査

・相談窓口（情報提供等）

・緊急補修等

広域火葬に係る情報等伝達フロー

厚生労働省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【健康・生活衛生局 生活衛生課】

応援府県
［火葬等広域応援主管課］

応 援 市 町 村

・応援火葬場割
　り振り計画書

搬入日時、搬送方法等協議・調整

・必要に応じて人員派遣等

和歌山県【環境生活部生活局生活衛生課・県立保健所（支所）】

現地（災害）対策本部

・支援、指導等　　　　

応援可能火葬場被 災 火 葬 場

・被害により緊急補修

・物資等の供給

　搬入日時、搬送方法等協議・調整

　搬送（緊急車両）

葬 祭 業 者 等

・市町村、一部事務組合



48-01-00                             県生活衛生課 
 

和歌山県遺体処理に係る支援事務処理要領 
 
（目的） 
第１条 この要領は、大規模災害等により多くの遺体が発生した場合に、被災市町村が遺体 
処理を行うのに必要な葬祭用品の提供や遺体処理に係る役務の提供、遺体の搬送、遺体安
置所の提供等の支援を生活衛生課（以下、「県」という。）を通じて災害時応援協定締結
団体（以下、「団体」という。）に要請するに当たり必要な事項を定める。 

 
（要請先） 
第２条 被災市町村は、大規模災害等により発生した遺体を処理するに当たり、葬祭用品の 
提供や遺体処理に係る役務の提供、遺体の搬送、遺体安置所の提供等の支援が必要である
と判断した場合には、県立保健所を通じて県に支援を要請するものとする。ただし、和歌
山市は直接、県に要請するものとする。 

 
（要請方法） 
第３条 被災市町村が支援を要請する場合には、「遺体の処理に係る支援要請」(第１号様式)
により行うものとする。 

２ 追加で支援が必要となった場合には、その都度、前項の様式により追加の要請を行うも 
のとする。 

 
（支援決定通知） 
第４条 県は、第２条の要請を受けた場合は、団体に支援要請を行うものとし、団体と調整 
のうえ、各被災市町村ごとの支援内容を決定し、「遺体の処理に係る支援決定通知」(第２ 
号様式)により、要請のあった被災市町村を支援する団体名及び支援内容を通知するものと
する。 

２ 前条第２項の要請があった場合も、前項の第２号様式により被災市町村を支援する団体 
名及び支援内容を通知するものとする。  

３ 前２項の通知は被災市町村を所管する保健所を通じて行うものとする。ただし、和歌山 
市には県から直接、通知するものとする。  

  
（県の判断による要請） 
第５条 前条第１項の規定にかかわらず、団体による支援が必要であると県が判断した場合 
には、県は団体に支援要請を行うものとする。  

 
（その他） 
第６条 この要領の実施に関しその他必要な事項は、県が適宜被災市町村と協議し、別に定 
めるものとする。   

 
   附 則 
 この要領は、平成２５年４月８日から施行する。 
   附 則 
 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
第１号様式 

 災害緊急 

                                                     
  年  月  日 

 
 和歌山県災害対策本部長    様    
 （環境生活部生活局生活衛生課扱い） 
 
 
                                    （        ）市町村災害対策本部長 
 
           遺体の処理に係る支援要請（第  報） 
 
 当市町村内において多数の死亡者が発生したため、その遺体の処理のため以下のとおり支
援を要請します。 

 災害発生場所      □市町村全域     □一部地域（                             ） 
 遺体数      【   月   日  時現在】 
  ※災害以外の 
    死亡を含む。                       人 

 
 遺体数 
 内訳 

 大人：    人 
 小人：    人 
 胎児：    人 
 不明：    人 

要請する支援内容 
 棺等の葬祭用品の供給                                                           

 供給場所①（住所) ：                             (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 
数  量 

     

供給日 
     

供給場所②（住所) ：                             (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 
数  量 

     

供給日 
     

供給場所③（住所) ：                             (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 
数  量 

     

供給日 
     

遺体の処理に関する 
役務の提供 
 （遺体の搬送・遺体の  
処置等） 
 

役務の内容① 
 

必要人数 
 

実施期間                   ～ 
実施場所（住所）                    （        ） 
役務の内容② 

 

必要人数 
 

実施期間                   ～ 
実施場所（住所）                      （        ） 

遺体安置所の提供 必要収容人数 
 

その他の支援 
（具体的に記載すること） 

 

※和歌山市以外は保健所を経由して、和歌山市は直接、県生活衛生課に提出すること。 
   ※第２報以降は追加が必要な支援内容について記載すること。（追加分のみ記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
第２号様式 

 災害緊急 

                
                                                年  月  日 
 
（        ）市町村災害対策本部長   様    
（和歌山県立    保健所長） 
 
                                                   和歌山県災害対策本部長            
                                                  （環境生活部生活局生活衛生課扱い） 
 
             遺体の処理に係る支援決定通知 
 
    年  月  日付け第    報で要請のありました支援について、以下のとおり
支援を決定しましたので、通知します。 
 なお、追加の支援が必要な場合には第１号様式で和歌山県災害対策本部長あて要請を行う
ものとし、支援を実施する業者に直接要請することのないようお願いします。 
 
 支援実施協定先：                 
           
実施する支援内容 
 棺等の葬祭用品の供給                                                           

 供給場所①（住所) ：                    (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 
数  量 

     

供給日 
     

供給場所②（住所) ：                    (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 
数  量 

     

供給日 
     

供給場所③（住所)                      (                             ) 
品  名 ① ② ③ ④ ⑤ 数  量      
供給日 

     

遺体の処理に関する 
役務の提供 
 （遺体の搬送・遺体の  
処置等） 

役務の内容① 
 

支援人数 
 

実施期間                   ～ 
実施場所（住所）                      （        ） 
役務の内容② 

 

支援人数 
 

実施期間                   ～ 
実施場所（住所）                      （        ） 

遺体安置所の提供 遺体安置場所① 
   （住所） 

 
（                ） 

収容可能人数 
 

遺体安置場所② 
       （住所） 

 

収容可能人数 
 

その他の支援 
 

 
 



48-02-00 大規模災害時等における葬祭用品の供給及び遺体の処理等に関する協定・実施細目 
                            県生活衛生課                     

大規模災害時等における葬祭用品の供給及び遺体の処理等に関する協定 
 
和歌山県（以下「甲」という。）と、全日本葬祭業協同組合連合会（以下「乙」とい

う。）及びきのくに葬祭事業協同組合（以下「丙」という。）は、和歌山県域において、和

歌山県広域火葬実施要綱第 1 条で定める大規模災害等（以下「大規模災害等」という。）

の発生により、多数の死者が集中的に発生した場合における棺及び葬祭用品の供給及び遺

体の処理等（以下「遺体の処理等」という。）の協力に関し、次のとおり協定を締結す

る。 
 
（趣旨） 

第 1 条 この協定は、「和歌山県地域防災計画」及び「和歌山県広域火葬実施要綱」に基

づき、遺体の処理等を円滑に実施するため、乙及び丙の甲に対する協力に関し、必

要な事項を定めるものとする。 
 
（協力要請） 

第 2 条 甲は、大規模災害等の発生により次に掲げる遺体の処理等の応援を必要とすると

きは、丙に対し協力を要請するものとする。 
（１） 棺（付属品を含む。）及びドライアイス、防腐剤、骨つぼその他葬祭用品

の供給 
（２） 遺体の処理（洗浄・消毒・防腐）に関する役務の提供 
（３） 遺体安置施設等の提供 
（４） 火葬場までの遺体の搬送 
（５） その他必要な事項 

 
 （実施） 
第 3 条 丙は、甲から前条の規定に基づく要請を受けたときは、要請事項を実施するため

の措置を速やかにとるものとする。 
ただし、大規模災害等により甚大な被害が生じ、丙のみでの対応が困難な場合

は、丙は乙に対し、応援を要請することができるものとする。 
2   乙は、前項の規定により丙から応援の要請を受けたときは、要請事項を実施する

ための措置を速やかにとるものとする。 
 

 （報告） 
第 4 条 丙は、前条の規定に基づき業務を実施したときは、速やかに実施内容を甲に報告



するものとする。 
 
 （経費の負担） 
第 5 条 第 2 条の要請にかかる経費は、甲が負担するものとする。 
 
 （経費の請求） 
第 6 条 丙は、業務が完了したときは、甲の要請にかかる会員の業務実績を集計し、甲に

一括して請求するものとする。 
2  乙又は丙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、

その経費は、当該要請を行った遺族等に請求する。 
 
 （経費の支払い） 
第 7 条 甲は、前条の規定に基づき、丙から経費の支払いの請求があったときは、丙に対

して速やかにこれを支払うものとする。 
 
 （価格の決定） 
第 8 条 甲が負担する経費の価格は、災害時等の直前における災害救助法（昭和２２年法

律第１１８号）の基準額及び市場の適正価格を基準として、甲丙協議の上、決定す

るものとする。 
 
 （支援体制の整備） 
第 9 条 乙及び丙は、大規模災害等の発生時における円滑な協力体制がとれるよう、広域

的な応援体制及び情報伝達体制等の整備に努めるものとする。 
 
 （実施細目） 
第 10 条 この協定の実施に関し必要な手続きその他の事項は、実施細目で定めるものと

する。 
 
（その他） 

第 11 条 この協定に定めのない事項又はこの協定の定める事項に関し疑義や変更が生じ

た場合は、甲乙丙協議の上決定するものとする。 
 
 （実施日） 
第 12 条 この協定は、協定締結の日から実施する。 
 
附 則 



1  この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 25 年 3 月 31 日までとする。 
ただし、期間満了の 2 ヶ月前までに、甲乙丙から書面による解約の申し出がないとき

は、なお 1 年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 
 
2  この協定の成立を証するため、本書 3 通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各 1 通を

保有する。 
 
平成 25 年 1 月 22 日 
 

甲   和歌山県和歌山市小松原通一丁目一番地 
 
             和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 
 
乙   東京都港区港南 2 丁目 4 番 12 号 港南ＹＫビル４階 
     
    全日本葬祭業協同組合連合会 

       会  長  松 井 昭 憲 
 
丙   和歌山県有田郡有田川町野田 187 番地  
 

きのくに葬祭事業協同組合 
     

       代表理事  岩 中 昭 英 
 



48-02-00                           県生活衛生課 
 

大規模災害時等における葬祭用品の供給及び遺体の処理等に関する 
協定実施細目 

 
（趣旨等） 

第 1 条 この実施細目は、大規模災害時等における葬祭用品の供給及び遺体の処理等に関

する協定（以下「協定」という。）第 10 条の規定に基づき、協定の実施に関し必要

な手続きその他の事項を定めるものとする。 
 2  この実施細目における用語の意義は、協定の例による。 
 
 （連絡責任者） 
第 2 条 この協定に関する連絡責任者は、甲にあっては和歌山県環境生活部長とし、乙に 

あっては全日本葬祭業協同組合連合会会長、丙にあってはきのくに葬祭事業協同組 
合代表理事とする。 

 
（要請手続き） 

第 3 条 協定第 2 条に規定する甲から丙への要請は、様式１の協力要請書に次に掲げる事

項を記載のうえ、メール・ＦＡＸで送信するなどによって行い、事後速やかに押印

した協力要請書を提出するものとする。 
（１） 要請を行った者の職、氏名 
（２） 要請の理由 
（３） 要請の内容（棺等の葬祭用品の必要数を含む） 
（４） 履行の場所 
（５） 履行の期日又は期間 
（６） その他必要な事項 

2  甲は、丙の業務が円滑に行われるよう、前項の要請に係る事項に関して重要な変

更が生じたときは、その都度丙に通知するものとする。 
 
（緊急要請） 

第 4 条 前条の規定による協力要請において、やむを得ない事情により、甲が丙と連絡が

取れない場合は、甲は直接丙の会員に対し、協力を要請することが出来るものとす

る。 
 
（応急救助） 

第 5 条 協定第６条第２項に規定する「要請事項の範囲」は次に掲げる（１）から（６）

までの業務をいう。 
（１） 棺（付属品を含む。）の提供 
（２） 遺体の処理（洗浄、消毒、ドライアイス・防腐剤による防腐処理） 



（３） 死装束の提供及び着衣 
（４）納棺 
（５）火葬場までの遺体の搬送 
（６）骨壺・骨箱の提供 
 
 （協会員の名簿） 
第 6 条 丙は、協定第 2 条の業務に協力するために、毎年 3 月末までに、会員の名簿を甲

に提出するものとする。 
 
  
（業務実績報告書） 
第 7 条 協定第 4 条に規定する丙から甲への報告は、様式 2 の業務実績報告書に次に掲げ

る事項を記載のうえ、提出することによって行うものとする。ただし、甲から必要

に応じて履行状況についての報告を求められた場合には様式 2 によりメール・ＦＡ

Ｘ等により報告するものとする。 
（１） 棺等の葬祭用品の供給状況 
（２） 遺体の処理に関する役務の提供状況 
（３） 遺体安置所の提供状況 
（４） その他必要な事項 
 

（経費の請求方法） 
第 8 条 協定第 6 条に規定する経費の請求は、積算根拠を示す資料を添付した請求書によ

り行うものとする。 
 
 （災害時の情報提供） 
第 9 条 乙及び丙は、業務中に現認した大規模災害時等に関する情報を、積極的に甲に提

供するものとする。 
 
 附 則 
 この実施細目の有効期間は、協定の有効期間と同様とする。 
 



様式 1（実施細目第 3 条関係） 
 

第   号 
年 月 日  

 
きのくに葬祭事業協同組合 様 

 
和 歌 山 県 知 事     

 

協 力 要 請 書（第 報） 
広域火葬時における葬祭用品の供給及び遺体の処理等に関する協定第 2 条の規定により、

次のとおり要請します。 
 
要請担当者 
 

職  名 
電話番号（    ）  －     
FAX 番号（    ）  －     

 
メール・FAX 等による要請の日時 
 

 
    年  月  日  時  分 頃 

 
要請の理由 
 

 
 
 

 
要請の内容 
 

 
 
 
 

 
履行の場所 
 

 
 

履行の期日又は期間  
 
 

 
備考 
 

 
 
 

注：要請内容の欄には、棺及び葬祭用品の必要数も記載すること。 
 



様式第 2（実施細目第 5 条関係） 
第   号 
年 月 日 

 
和 歌 山 県 知 事 様 

 
きのくに葬祭事業協同組合代表理事    

 

業 務 実 績 報 告 書 
 協力要請のあった遺体の搬送等に関する実績について、広域火葬時における葬祭用品の

供給及び遺体の処理等に関する協定第 4 条の規定により、次のとおり報告します。 
要請依頼番号及び日時 年 月 日付 第  号（  報） 

実施業務内容 履 行 状 況 

棺等の葬祭用品の供給 
 

品  名    
供 給 日    
場  所    
数  量    

 
遺体の処理に関する 
役務の提供 
 

履行場所    
履行期間    ～    ～    ～ 
延べ 
従業員数 

            

提供した遺体安置所 
 

期  間   ～    ～    ～ 
施 設 名    

その他 
 

 

報告者氏名  

 



48-03-00 大規模災害時等における協力に関する協定書           県生活衛生課 
 

大規模災害時等における協力に関する協定書 
 
和歌山県（以下「甲」という。）と、社団法人全日本冠婚葬祭互助協会（以下「乙」と

いう。）は、和歌山県域の大規模災害時等における支援協力に関し、次のとおり協定を締

結する。 
 
（目的） 

第 1 条 この協定は、「和歌山県地域防災計画」及び「和歌山県広域火葬実施要綱」に基

づき、甲に災害対策本部が設置される災害時（以下「大規模災害時等」という。）に

多数の死者及び被災者が一時的または集中的に発生する場合の迅速かつ円滑な応急

対策を行うため、必要な手続きについて定めるものとする。 
 
（協力） 

第 2 条 甲は、大規模災害時等に乙の協力が必要と認めるときは、次に掲げる事項につい

て乙に要請し、乙はやむ得ない事由のない限り、通常業務に優先して協力するもの

とする。 
（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに作業等の役務の

提供 
（２） 遺体を安置する施設（葬儀式場等）の提供 
（３） 遺体搬送用寝台車及び霊柩車等による遺体搬送 
（４） 帰宅困難者に対する避難場所の提供（結婚式場等） 
（５） 甲が設置した一時避難所及び、乙が提供する避難場所における、被災者に

対する炊き出しや継続的な食事等（弁当等）の提供 
（６） その他甲の要請により乙が応じられる事項 

   
 （要請） 
第 3 条 前条の要請は、次に掲げる事項を記載した文書をもって行うものとする。ただ

し、やむ得ない事態が発生したときは、電話、ファクシミリ等で要請し、その後速

やかに災害協力要請書（第１号様式）を乙に送付するものとする。 
（１） 要請を行った者の職氏名及び担当者名 
（２） 要請の理由 
（３） 要請の内容 
（４） 協力を要請する期間 
（５） その他要請に必要な事項 



 
2 甲は、乙の業務が円滑に行われるよう、前条の要請に係る事項に関して重要な変 
   更が生じたときは、その都度乙に通知するものとする。 

 
（緊急要請） 

第 4 条  前条の規定による協力要請において、やむ得ない事情により、甲と乙と連絡が取 
れない場合は、甲は直接第１２条に定める乙の連絡責任者に対する連絡により乙の会

員に対し、協力を要請することができるものとする。 
 
（協力の方法） 

第 5 条 乙は第２条の規定による甲の要請があった場合、乙のできうる範囲において、甲 
の指示に従い、第２条各号の協力を行うものとする。 

 
 （報告） 
第 6 条 乙は、第 2 条各号の協力をしたときは、次に掲げる事項を災害時要請業務実施報

告書（第２号様式）をもって甲に報告するものとする。ただし、甲から必要に応じ

て履行状況についての報告を求められた場合には、（第２号様式）によりメール・フ

ァクシミリ等により報告するものとする。 
（１） 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品の数量並びに当該作業

に従事した者の氏名及び住所                                            
（２） 遺体を安置した施設（葬儀式場等）の使用した部屋の数及び使用した日数 
（３） 避難所に供給した食事等の数量 
（４） 生活支援等の各種サービスの内容 
（５） その他甲が乙に指示した事項 

 
 （経費の負担） 
第 7 条 甲は、第２条の規定による乙の負担があった場合、甲の要請に相違ないことを確

認の上、乙が要した経費について、甲が負担するものとする。 
 
 （経費の請求） 
第 8 条 乙は、前条の経費を甲に請求する場合は、積算根拠を示す資料を添付した請求書

により、一括して請求するものとする。 
2  乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、その経

費は当該要請を行った遺族等に請求する。 
 
 （経費の支払い） 



第 9 条 甲は、前条の規定に基づき乙からの請求があった場合には、乙が指定する支払先

に速やかに支払うものとする。 
 
 （価格の決定） 
第 10 条 遺体の収容及び安置に必要な機材、資材及び消耗品並びに遺体を安置した施設

の使用料等の価格は、災害の発生直前における災害救助法（昭和２２年法律第１１

８号）の基準額及び市場の適正価格を基準として、甲、乙協議して決定するものと

する。 
 
 （支援体制の整備） 
第 11 条 乙は、大規模災害時等における円滑な協力体制がとれるよう、広域的な応援体

制及び情報伝達体制等の整備に努めるものとする。 
 
 （連絡責任者） 
第 12 条 この協定の円滑な実施を図るため、甲、乙それぞれ連絡責任者を置き、甲にあ

っては環境生活部長を、乙にあっては全日本冠婚葬祭互助協会近畿ブロック和歌山

地区本部長の職にあたる者を当該責任者とする。 
 
（災害時の情報提供） 

第 13 条  乙は、協力義務の実施中に得た災害情報を、積極的に甲に提供するものとする。 
 
（守秘義務） 

第 14 条  乙は、支援を行う場合において知り得た災害に係わる情報を、甲以外の者に漏

らしてはならない。 
（通知） 

第 15 条  乙は、災害時における円滑な協力が図れるよう、この協定により協力できる乙

の会員名簿を毎年 3 月末までに、甲に通知するものとする。 
 
（協議） 

第 16 条 この協定に定めのない事項及び疑義が生じた事項は、その都度、甲、乙協議し

て定めるものとする。 
 
 （効力） 
第 17 条 この協定は、協定締結の日から効力を発生するものとし、平成 25 年 3 月 31 日

までとする。ただし、期間満了の 2 ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の

申し出がないときは、なお、1 年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 



 
 この協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保

有する。 
 
 
 
 
平成 25 年 1 月 22 日 
 

甲   和歌山県和歌山市小松原通一丁目一番地 
 
                和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 
 
乙   東京都港区新橋 1 丁目 18 番 16 号  

日本生命新橋ビル 9 階 
     
    社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 

       会  長  杉 山 雄 吉 郎 
 

 



48-03-01                           県生活衛生課 

第１号様式 
 

第    号 
年  月  日 

 
一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 会長 様 

 
和 歌 山 県 知 事     

 

災  害  協 力 要 請 書 
 大規模災害時等における協力に関する協定第３条の規定により、次のとおり要請します。 
 
要請担当者 
 

所属 
職名・氏名 
電話番号 

 
電話、ファクシミリ等による要請の日時 
 

 
    年  月  日  時  分頃 

 
要請の理由 
 

 
 
 

 
要請の内容 
 

 
 
 
 

 
履行の場所 
 

 
 

 
履行の期日又は期間 

 
期日：  年  月  日 
期間：  年  月  日  ～  年  月  日 

 
備考 
 

 
 
 

 
 



  

第２号様式 
 

年  月  日 
 
和歌山県知事 様 

 
一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会会長     

 

業  務  実 施 報 告 書 
 大規模災害時等における協力に関する協定第６条の規定により、次のとおり報告します。 
 
報告担当者 
 

所属 
職名・氏名 
電話番号 

 
電話、ファクシミリ等による要請の日時 
 

 
    年  月  日  時  分頃 

 
文書要請日、文書番号 
 

 
年    月    日付  第     号 

 
 
要請の内容 
 

 
 
 

 
従事者氏名 
 

会社名 
従事者氏名 
電話番号 

 
履行の場所 
 

 
 

 
履行の期日又は期間 

 
期日：  年  月  日 
期間：  年  月  日  ～  年  月  日 

 
備考 

 
 
 

 



48-04-00 広域火葬時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定      県生活衛生課 
 

広域火葬時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定  
 
和歌山県（以下「甲」という。）と、一般社団法人全国霊柩自動車協会（以下「乙」と

いう。）は、和歌山県域において、和歌山県広域火葬実施要綱第 1 条で定める大規模災害

等（以下「大規模災害等」という。）の発生により、多数の死者が集中的に発生した場合

における霊柩自動車輸送の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（総則） 

第 1 条 この協定は、「和歌山県地域防災計画」及び「和歌山県広域火葬実施要綱」に基

づき、広域火葬を円滑に実施するため、乙の甲に対する協力に関し、必要な事項を

定めるものとする。 
 
（協力要請） 

第 2 条 甲は、広域火葬を実施する際に、遺体搬送のための車両を必要とするときは、乙

に対して輸送の協力を要請するものとする。 
 
 （実施） 
第 3 条 甲の要請により、乙の協会員は、要請者の指示に従い、斎場等への遺体の輸送業

務に従事するものとする。 
 
 （報告） 
第 4 条 乙は、前条の規定に基づき業務を実施したときは、速やかに実施内容を甲に報告

するものとする。 
 
 （経費の負担） 
第 5 条 第 2 条の要請にかかる経費は、甲が負担するものとする。 
 
 （経費の請求） 
第 6 条 乙は、業務が完了したときは、甲の要請にかかる協会員の業務実績を集計し、甲

に一括して請求するものとする。 
2   乙が遺族等の要請により、甲の要請事項の範囲を超える協力を行った場合、その

経費は当該要請を行った遺族等に請求する。 
 
 （経費の支払い） 



第 7 条 甲は、前条の規定に基づき、乙から経費の支払いの請求があったときは、乙に対

して速やかにこれを支払うものとする。 
 （価格の決定） 
第 8 条 甲が負担する経費の価格は、乙が近畿運輸局長に届出している運賃及び料金を基

準として、甲乙協議の上、決定するものとする。 
 
 （支援体制の整備） 
第 9 条 乙は、大規模災害等の発生時における円滑な協力体制が図れるよう、近畿各府県

霊柩自動車協会のほか、広域応援態勢及び情報伝達体制等の整備に努めるものと

する。 
 
 （実施細目） 
第 10 条 この協定の実施に関し、必要な手続きその他の事項は、実施細目で定めるもの

とする。 
 
 （実施日） 
第 11 条 この協定は、協定締結の日から実施する。 
 
附 則 

1  この協定の有効期間は、協定締結の日から平成 25 年 3 月 31 日までとする。 
ただし、期間満了の 2 ヶ月前までに、甲又は乙から書面による解約の申し出がないと

きは、なお 1 年間効力を有するものとし、以降も同様とする。 
2  この協定の成立を証するため、本書 2 通を作成し、甲乙記名押印の上、各 1 通を保

有する。 
 
平成 25 年 1 月 22 日 
 

甲   和歌山県和歌山市小松原通一丁目一番地 
 
和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

 
乙   東京都新宿区四谷 4 丁目 14 番地 

東昭ビル３階 
       一般社団法人全国霊柩自動車協会 
                   会       長    一  柳    鎨 
                   



48-04-01                           県生活衛生課 

広域火葬時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定実施細目 
 
（趣旨等） 

第 1 条 この実施細目は、広域火葬時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定（以下

「協定」という。）第 10 条の規定に基づき、協定の実施に関し必要な手続きその他

の事項を定めるものとする。 
 2  この実施細目における用語の意義は、協定の例による。 
 
 （連絡責任者） 
第 2 条 この協定に関する連絡責任者は、甲にあっては和歌山県環境生活部長とし、乙に

あっては近畿霊柩自動車協会会長とする。 
 
（要請手続き） 

第 3 条 協定第 2 条に規定する甲から乙への要請は、次に掲げる事項を口頭又は電話等を

もって行うものとし、事後、速やかに様式第 1 で定める協力要請書を提出するもの

とする。 
（１） 要請を行った者の職、氏名 
（２） 要請の理由 
（３） 要請の内容 
（４） 履行の場所 
（５） 履行の期日 
（６） その他必要な事項 

2  甲は、乙の業務が円滑に行われるよう、前項の要請に係る事項に関して重要な変

更が生じたときは、その都度乙に通知するものとする。 
 

 （協会員の名簿） 
第 4 条 乙は、協定第 3 条の業務に協力するために、毎年 3 月末までに、協会員の名簿を

甲に提出するものとする。 
 
 （輸送協力報告書） 
第 5 条 協定第 4 条に規定する乙から甲への報告は、次に掲げる事項を口頭又は電話等を

もって行うものとし、事後、速やかに様式第 2 で定める業務実績報告書を提出する

ものとする。 
（１） 遺体の搬送に従事した車両及び従事者名簿 
（２） 遺体の搬送に従事した期間、日数、期日及び走行距離 
（３） その他必要な事項 



  

 
（経費の請求方法） 

第 6 条 協定第 6 条に規定する経費の請求は、「霊柩自動車緊急配車運賃計算書」により

行うものとする。 
 
 （災害時の情報提供） 
第 7 条 乙は、輸送活動中に現認した大規模災害等に関する情報を、積極的に甲に提供す

るものとする。 
 
 附 則 
 この実施細目の有効期間は、協定の有効期間と同様とする。 
 



  

様式第 1（実施細目第 3 条関係） 
 

第    号 
年  月  日 

 
一般社団法人全国霊柩自動車協会 会長 様 

 
和 歌 山 県 知 事     

 

協 力 要 請 書（第 報） 
 広域火葬時における霊柩自動車輸送の協力に関する協定第 2 条の規定により、次のとお

り要請します。 
 
要請担当者 
 

職  名 
電話番号（    ）  － 
FAX 番号（    ）  － 

 
口頭、電話等による要請の日時 
 

 
    年  月  日  時  分 頃 

 
要請の理由 
 

 
 
 

 
要請の内容 
 

 
 
 
 

 
履行の場所 
 

 
 

 
履行の期日又は期間 

 
 
 

 
備考 
 

 
 
 

注：要請内容の欄には、遺体搬送用車両の必要数を記載すること。 



  

様式第 2（実施細目第 5 条関係） 
第    号 

年  月  日 
 
和 歌 山 県 知 事 様 

 
一般社団法人全国霊柩自動車協会会長   

 

業 務 実 績 報 告 書 
 協力要請のあった遺体の搬送等に関する実績について、広域火葬時における霊柩自動車

輸送の協力に関する協定第 4 条の規定により、次のとおり報告します。 
要請依頼番号及び日時 年  月  日付 第  号（  報） 

 
従事車両 
（内 訳） 
 

 
 
走行距離 
 
 

 
従 事 者 氏 名 
 

 
別添名簿のとおり 

 
履行の場所 
 

 

履行の期日又は期間 期日  年  月  日から 
期間  年  月  日～   年  月  日 

報 告 担 当 者 
 

氏名 
期間  年  月  日～   年  月  日 

 
備考 
 

 

 



保健衛生計画
防疫計画
49-01-00 防疫用資材状況 県健康推進課

カ ル キ
(さらし粉)

生 石 灰
ク レ ゾ ー
ル 石 け ん

エタノール
消 毒 用 エ
タ ノ ー ル

グ ル タ
ラ ー ル

塩化ベンザ
ルコニウム

ク ロ ル ヘ
キ シ ジ ン

次 亜 塩
素酸Ｎａ

フンム機
(肩掛け式)

ミ ス ト
フ ァ ン

四 兼 器
動 カ
フ ン ム 機

イソブロビル
ア ル コ ー ル

kg kg ℓ ℓ ℓ ℓ ℓ ℓ ℓ 台 台 台 台 ℓ

和 歌 山 市 0.0 0.0 0.0 0.0 457.5 0.0 249.7 0.0 12.0 9.0 2.0 0.0 0.0 0.0

県下各市町村
(和歌山市を除く)

0.0 212.0 45.2 200.5 1,567.5 0.0 820.5 2.8 106.4 235.0 8.0 0.0 50.0 239.5

橋 本 Ｈ Ｃ 55.0 6.0 15.0 2.0 0.0

岩 出 Ｈ Ｃ 0.0 0.0 0.0 97.0 0.0 0 0.0 1.8 3.0 0.0 0.0 0.0 0.0

海 南 Ｈ Ｃ 36.0 8.5 2.0 0.0

湯 浅 Ｈ Ｃ 3.0 7.4 0.0 2.0 0.0

御 坊 Ｈ Ｃ 2.0 3.0 3.0 3.0 2.0

田 辺 Ｈ Ｃ 0.0 0.0 0.0 3.0 2.0

新 宮 Ｈ Ｃ 3.5 12.0 3.0 2.0

新 宮 Ｈ Ｃ
串 本 支 所 5.0 2.5 0.0 0.0 3.0 2.0

計 0.0 212.0 45.2 236.5 ###### 0.0 ###### 2.8 138.2 265.0 10.0 0.0 58.0 239.5

令和６年４月１日現在

市町村
カ ル キ
(さらし粉)

生 石 灰
ク レ ゾ ー
ル 石 け ん

エタノール
消 毒 用 エ
タ ノ ー ル

グ ル タ
ラ ー ル

塩化ベンザ
ルコニウム

ク ロ ル ヘ
キ シ ジ ン

次 亜 塩
素酸Ｎａ

フンム機
(肩掛け式)

ミ ス ト
フ ァ ン

四 兼 器
動 カ
フ ン ム 機

イソブロビル
ア ル コ ー ル

紀 の 川 市 0.0 0.0 6.0 442.3 0.0 288.0 0.0 13.0 29.0 0.0 0.0 0.0 0.0

岩 出 市 0.0 0.0 3.5 0.0 90.0 0.0 44.5 0.0 0 2.0 0.0 0.0 4.0 0.0

橋 本 市 19.0 39.0 94.0 5.0

か つ ら ぎ 町 0.0 30.0 40.0 7.0 4.0

九 度 山 町 47.0 1.5 2.0

高 野 町 0.0 3.0 16.6 1.0

海 南 市 0 28.0 64.0 4.0 3.0

紀 美 野 町 55.0 0.5 7.0 1.0

有 田 市 2.0 3.0 1.0

湯 浅 町 12.0 100.0 1.0

広 川 町 45.0 4.0

有 田 川 町 45.0 4.0

御 坊 市 128.0 29.5 10.5 1.0 178.5

美 浜 町 0 16.5 6.7 30.0 3.0 2.0

日 高 町 160.0 12.5 4.0 1.0

由 良 町 0.2 1.5 0.4 1.0 0.8 2.5 6.0 0.0

日 高 川 町 40.0 0.0 1.0 4.0 48.0

印 南 町 120.0 0.0 0 18.3 0 2.0 3.0 13.0

田 辺 市 40.0 7.0 13.0 2.0 35.0 4.0

み な べ 町 10.0 15.0 15.0 2.0 1.0

白 浜 町 17.5 2.5 12.5 14.0 12.0

上 富 田 町 64.0 9.0 10.0 22.0

す さ み 町 0 30.0 7.5 0 2.0 2.0

串 本 町 25.0 75.0 0.0 3.0

古 座 川 町 128.0 50.0 14.4 3.0

新 宮 市 60.0 156.0 21.5 0.0 2.0

那 智 勝 浦 町 40.0 0 20.0 0 7.0 9.0

太 地 町 5.0 10.0 0.0 4.0

北 山 村 0.0 49.7 0.0

合 計 0.0 212.0 45.2 200.5 1,567.5 0.0 820.5 2.8 106.4 235.0 8.0 0.0 50.0 239.5

令和６年４月１日現在







県循環型社会推進課50-00-00

大規模災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定書

和歌山県(以下「甲」という。)と社団法人和歌山県産業廃棄物協会（以下「乙」という ）とは、。

地震等の大規模災害の発生時における災害廃棄物の処理等に関して、次のとおり協定を締結する。

（趣旨）

第１条 この協定は、和歌山県内における大規模災害に伴い発生した災害廃棄物の処理について、甲

が乙に協力を要請するための必要な事項を定める。

（定義）

第２条 この協定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）大規模災害

災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害のうち、大規模な

被害を生ずるものをいう。

（２）災害廃棄物

大規模災害により、倒壊し、焼失した建築物等構造物の解体撤去に伴って発生する木くず、コ

ンクリート塊、金属くず等及びこれらの混合物並びに災害に伴い緊急に処理をする必要が生じた

廃棄物をいう。

（３）災害廃棄物の処理

災害廃棄物の撤去、収集運搬、処分及びこれらに関連する事項をいう。

（協力要請）

第３条 甲は、県内の被災地域の市町村及び一部事務組合（以下「被災市町村」という ）が実施す。

る災害廃棄物の処理に関し、被災市町村からの協力要請 があるときは、乙に協力を要請するもの

とする。

２ 甲は、前項の協力要請に当たっては、次の各号に掲げる事項を記載した文書で行うものとする。

ただし、緊急を要する等文書による要請が困難な場合は、口頭で要請し、後に速やかに文書で通知

するものとする。

（１） 市町村名

（２） 協力内容

（３） その他必要な事項

（災害廃棄物の処理等の実施）

第４条 乙は、甲から要請があったときは、要請内容に基づき必要な人員、車両、資機材を調達し、

被災市町村が実施する災害廃棄物の処理等に可能な限り協力するものとする。

２ 乙は、被災市町村の指示に従い､災害廃棄物の処理等に関する協力を行うものとする。

３ 乙は、災害廃棄物の処理等の実施に当たっては、次の各号に掲げる事項に留意するものとする。

（１） 周囲の生活環境を損なわないように十分に配慮すること。

（２） 災害廃棄物の再生利用及び資源化に配慮し､その分別の徹底等に努めること。

（情報の提供）

第５条 甲は、災害廃棄物の処理等に円滑な協力が得られるように、県内の被災状況及び復旧状況そ

の他必要な情報を、乙に提供する。

２ 乙は、災害廃棄物の処理等に関し、協力可能な会員の状況を甲へ報告する。

（実施報告）

、 、 。第６条 乙は 災害廃棄物の処理等を実施したときは 次の各号に掲げる事項を文書で甲へ報告する

（１） 市町村名

（２） 実施内容

（３） その他必要な事項

（費用の負担）

第７条 第３条に規定する要請に基づき乙が実施した災害廃棄物の処理等に要した費用については、

原則として当該処理等に係る被災市町村が負担する。

２ 前項の費用の額については、乙と当該市町村が協議の上決定する。

（損害補償）



第８条 第３条に規定する要請に基づき災害廃棄物の処理等に従事した乙の会員が、そのために死亡

し、負傷し又は疾病にかかった場合の損害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２２年法

律第５０号）その他の法令による。

（連絡窓口）

第９条 この協定の業務に関する連絡窓口は、次のとおりとする。

（１） 甲においては、和歌山県環境生活部環境政策局廃棄物対策課

（２） 乙においては、社団法人和歌山県産業廃棄物協会事務局

（協会員の状況等の報告）

第１０条 乙は、この協定に基づく災害廃棄物の処理が円滑に行われるよう、協会員ごとの収集運搬

車両その他必要な資機材の確保可能数等を、３年ごとに甲に報告するものとする。ただし、甲が必

要と認めた場合は、乙に対し随時報告を求めることができる。

（他の被災都道府県への応援）

第１１条 甲は、災害廃棄物の処理に関し、被災した他の都道府県から協力要請があるときは、この

協定に準じて乙に協力を要請するものとする。この場合、乙は、可能な限り協力するものとする。

（協議）

第１２条 この協定に疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項その他必要な事項は、必要に

応じて甲乙協議のうえ、定めるものとする。

（その他）

第１３条 この協定を円滑に運用するために、甲が必要と認めたときは、乙及び被災市町村との調整

を行うものとする。

（適用）

第１４条 この協定は、平成１８年７月２６日から適用する。

この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙各１通を保有するものとする。

平成１８年７月２６日

甲 和歌山県知事

乙 和歌山市小松原通１丁目１番１１号大岩ビル６階

社団法人和歌山県産業廃棄物協会

会 長

（備考）令和元年７月１日現在

１ 乙の名称 一般社団法人和歌山県産業資源循環協会

２ 乙の住所 和歌山市十三番丁３０番地酒直ビル１階

３ 県の連絡窓口 和歌山県環境生活部環境政策局循環型社会推進課







情報伝達様式（市町村・一部事務組合報告用）

災害等廃棄物等に関する状況確認　【情報共有フォーマット】
～現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。　提出後すぐに修正となっても問題ありません。～

の項目は、早期復旧に向けて、できるだけ早期に把握、共有が望ましい情報です。
の項目の情報は、把握でき次第、記入・更新いただきたい情報です。

※第2報以降で変更した箇所は赤字としてください。 課室名： 担当者名：
※必要に応じて、行を追加して記載してください。

報告日時：
↑報告番号を入力 ↑［Ctrl + ；］を入力 ↑［Ctrl + ：］を入力

１．廃棄物処理施設・浄化槽（市町村設置型）の被害状況　～現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

廃棄物処理施設・浄化槽（市町村設置型）の被害状況を記載 （項目の情報は、把握次第、記入・更新）

施設種別 施設名 施設住所 被害状況 稼働状況 復旧の見込み等

廃棄物処理
施設災害
復旧事業

補助金の要否
（有／確認中／無）

※プルダウン選択
稼働停止日 稼働再開日 （必要／不要／不明）

※プルダウン選択

※施設が複数ある場合、同一市町村であっても複数行に記載してください。
※「被害なし」と確認できていない場合は、「確認中」を選択してください。

市町村・一部事務組合名：
電話：
メールアドレス：
報告時点：

処理施設等に被害を受けて、平常時に対応している生活ごみ・事業ごみやし尿等の処理に影響がある場合には、他市町村からの支援を府県で調整するために把握するものです

記入様式 1 ページ



２．平常時の収集運搬体制等の被害状況　～現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

収集運搬の被害状況を記載
（被害ありの場合に記載）平常時と同じ対応の可否の理由

ごみ

し尿

※「被害なし」と確認できていない場合は、「確認中」を選択してください。
※平常時のごみ等：平時から収集運搬・処理を行っているごみ（生活ごみ・事業ごみ・し尿等）

３．避難者の状況　～防災部局等に状況を確認して、最新の内容を記載してください。　現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

避難者の発生状況を記載
避難者の状況 （その他補足情報）
（有／確認中／無）

※プルダウン選択

※「被害なし」と確認できていない場合は、「確認中」を選択してください。

４．家屋の被害状況　～防災部局等に状況を確認して、最新の内容を記載してください。　現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

家屋の被害状況を記載 （項目の情報は、把握次第、記入・更新）

被害状況 全壊（棟） 半壊（棟） 一部破損（棟） 床上浸水（棟） 床下浸水（棟）

災害等廃棄物
処理事業補助金

の要否
（有／確認中／無）

※プルダウン選択
（必要／不要／不明）

※プルダウン選択

※「被害なし」と確認できていない場合は、「確認中」を選択してください。
※被害棟数が少ない場合でも、「被害あり」として記載してください。（支援の必要性のめやすとして被害の規模を確認するため）

災害廃棄物
発生推計量

（ｔ）

被災状況

分類

収集運搬体制

処理施設等への道路状況

被害の有無 平常時と同じ対応の可否
（可／否）※プルダウン選択（有／確認中／無）※プルダウン選択

避難所数（箇所） 避難者数（人）

被害の大きさを確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断や補助金の必要性のめやすとして把握するものです

収集運搬体制の構築可否を確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断のめやすとして把握するものです

避難所で発生する避難所ごみやし尿の対応負担の大きさを確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断や内容検討のめやすとして把握するものです

記入様式 2 ページ



５.１．集積所・仮置場等の状況　～現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

集積所・仮置場等の状況を記入・更新
分類 （その他補足情報）

集積所

仮置場
未管理（指定外）の集
積所
※確認できていない場合は、「確認中」を選択してください。
※集積所と仮置場の違いは下記を参考にしてください。

条件
広さ
搬出作業・重機の利用
粗選別の有無
災害廃棄物の種類
持ち込み方法

仮置場（長期に渡って活用）集積所（家の近くの一時的な仮置場）

設置・発生状況
●集積所・仮置場
　（設置有／調整・準備中／設置無）
●未管理（指定外）の集積所
　（発生有／発生無／確認中）
※プルダウン選択

箇所数

児童公園や集会場駐車場程度 運動公園や地区運動場程度
重機は利用できない広さ、大型(10t)車両による搬出はできない 重機が利用できる広さ、大型(10t)車両による搬出が可能
粗選別できる広さ 選別できる広さ
主に片付けごみ 片付けごみ、解体・撤去による廃棄物
主に、自家用車(軽トラ・乗用車等)、手作業、一輪車、リヤカー等で持ち込み 主に、パッカー車、トラック、自家用車(ワゴン車、軽トラ等)等で持ち込み

設置状況や未管理（指定外）の集積所の発生状況等を確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断のめやすとして把握するものです

出典元：近畿地方環境事務所

▲集積所（家の近くの一時的な仮置場）の例 ▲仮置場（長期に渡って活用）の例
出典元：災害廃棄物対策フォトチャンネル

記入様式 3 ページ



５.２．仮置場の内容　～仮置場を設置した場合は記載してください。　現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

敷地面積 うち、
保管可能面積

（㎡） （㎡） 受入開始日 受入終了日

※仮置場が複数ある場合、同一市町村であっても複数行に記載してください。
※保管可能面積とは、通路等の面積は除いた廃棄物受入前の面積の合計をいう。

６．課題および支援の要否等　～現段階で把握している状況を記載してください。わからないところは空欄のままとしてください。～

課題の有無
（有／調整中／無）

※プルダウン選択

平常時のごみ等※

災害ごみ等※

集積所

仮置場

未管理（指定外）
の集積所

※把握できる範囲で、なるべく具体的に記載してください。
※平常時のごみ等：平時から収集運搬・処理を行っているごみ（生活ごみ・事業ごみ・し尿等）、 災害ごみ等：災害に伴って発生するごみ（片付けごみ等・避難所ごみ・仮設トイレのし尿等）

（公表されていれば）

仮置場情報ウェブサイトURL

その他（あれば記載）

受入期間 備考
（受入状況、保管状況、搬出状況等）

（詳細記述）
※必要な車両の種類や人員数がわかれば記載してください

対応方針等を記入・更新（想定できていなければ空欄で可）課題の内容を記入・更新（なるべく具体的に）
（詳細記述） 支援の要否

（必要／必要になる可能性あり／不要）
※プルダウン選択

集積所・仮置場等

組織体制（人員）

収集運搬

処理先

分類

仮置場名称 仮置場住所

課題や支援要請意向を確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断のめやすとして把握するものです。

仮置場の設置や使用状況等を確認し、他市町村や関連団体等からの支援の必要性の判断のめやすとして把握するものです

記入様式 4 ページ









50-02-01  清掃施設等の状況 県循環型社会推進課

(環境省一般廃棄物処理実態調査【令和4年度実績】)

ア  ごみ焼却施設及びごみ燃料化施設

管轄保健所等 設置主体 施設名称
処理能力

(t/日)
所在地 電話番号

和歌山市 和歌山市 青岸エネルギーセンター 400 和歌山市湊1342-3 073-428-4153

岩出市 岩出クリーンセンター 65 岩出市根来2273-2 0736-62-0814

紀の海広域施設組合 紀の海クリーンセンター 135 紀の川市桃山町最上1290-94 0736-66-1813

橋本保健所
橋本周辺広域市町村圏組
合

橋本周辺広域ごみ処理場 101 橋本市高野口町大野1827-28 0736-42-5300

湯浅保健所 有田周辺広域圏事務組合 有田周辺広域圏事務組合環境センター 100 有田郡有田川町上中島927 0737-52-5384

御坊保健所 御坊広域行政事務組合 御坊広域清掃センター 147 御坊市名田町野島2731-4 0738-29-3030

田辺市 田辺市ごみ処理場 150 田辺市元町2291-6 0739-24-6218

白浜町 白浜町清掃センター 55 西牟婁郡白浜町保呂749 0739-45-3800

すさみ町 すさみ町ゴミ焼却場 15 西牟婁郡すさみ町周参見4810 0739-55-3200

新宮市 新宮市クリーンセンター 49 新宮市南桧杖字土ノ河648-34 0735-28-5337

那智勝浦町
那智勝浦町清掃管理事務所
（那智勝浦町クリーンセンター）

50 東牟婁郡那智勝浦町天満1986 0735-52-4564

新宮保健所串本
支所

串本町古座川町衛生施設
事務組合

宝嶋クリーンセンター 30 東牟婁郡串本町田原字宝嶋4176-1 0735-74-0017

合計 1,297

※ごみ燃料化施設 令和6年7月時点での休止中及び廃止済みを除く

イ　粗大ごみ処理施設

管轄保健所等 設置主体 施設名称
処理能力

(t/日)
所在地 電話番号

和歌山市 和歌山市 青岸エネルギーセンター 75 和歌山市湊1342-3 073-428-4153

湯浅保健所 有田周辺広域圏事務組合 有田周辺広域圏事務組合環境センター 30 有田郡有田川町上中島927 0737-52-5384

新宮保健所 新宮市 新宮市クリーンセンター 1 新宮市南桧杖字土ノ河648-34 0735-28-5337

合計 106

ウ　し尿処理施設・汚泥再生処理センター

管轄保健所等 設置主体 施設名称
処理能力
(kL/日)

所在地 電話番号

和歌山市 和歌山市 青岸汚泥再生処理センター 484 和歌山市湊1342 073-422-4732

海南保健所
海南海草環境衛生施設組
合

海南海草環境衛生センター 130 海南市築地1-12 073-483-7030

岩出保健所 那賀衛生環境整備組合 那賀衛生環境整備組合し尿処理施設 165 紀の川市桃山町調月12 0736-66-1851

橋本保健所 橋本伊都衛生施設組合 橋本環境管理センター 150 橋本市学文路172 0736-32-0028

有田衛生施設事務組合 リユースなぎ 38 有田郡湯浅町湯浅2350 0737-63-5444

有田周辺広域圏事務組合 有田周辺広域圏事務組合クリーンセンター 84 有田郡有田川町長谷川1552-137 0737-32-4451

御坊保健所 御坊広域行政事務組合
御坊クリーンセンター汚泥再生処理セン
ター

131 御坊市熊野1282 0738-22-2504

大辺路衛生施設組合 大辺路衛生センター 30 西牟婁郡すさみ町周参見4810 0739-55-2424

田辺市周辺衛生施設組合 清浄館 170 田辺市新庄町1177-3 0739-26-4730

富田川衛生施設組合 白鳥苑 75 西牟婁郡白浜町十九渕1182-1 0739-45-2111

紀南環境衛生施設事務組
合

南清園 98 新宮市新宮8002-9 0735-22-6600

那智勝浦町・太地町環境
衛生施設一部事務組合

大浦浄苑 37 東牟婁郡那智勝浦町市屋1054-9 0735-52-2325

新宮保健所串本
支所

串本町古座川町衛生施設
事務組合

池野山環境衛生センター 45 東牟婁郡古座川町池野山577-1 0735-72-6322

合計 1,637

岩出保健所

田辺保健所

新宮保健所

田辺保健所

新宮保健所

湯浅保健所

※青岸エネルギーセンターは休止中



50-02-02  清掃施設等の状況 県循環型社会推進課
(環境省一般廃棄物処理実態調査【令和4年度実績】)

エ　廃棄物収集車

ご　み　処　理 し　尿　処　理

収集車区分
ごみ収集車

(台)
積 載 量

(ｔ)
収集車区分

し尿収集車
(台)

積 載 量
（ｋl）

直営 委託 許可 直営 委託 許可

和歌山市 和歌山市 ○ ○ ○ 336 1,025 ○ 99 251

海南市 ○ ○ ○ 239 417 ○ 37 135

紀美野町 ○ ○ ○ 14 21 ○ 12 30

海南海草環境衛生施設組合 0 0 0 0

紀の川市 ○ ○ ○ 39 93 ○ ○ 30 92

岩出市 ○ ○ ○ 100 250 ○ 17 51

那賀衛生環境整備組合 0 0 0 0

紀の海広域施設組合 0 0 0 0

橋本市 ○ ○ ○ 46 69 ○ 21 42

かつらぎ町 ○ ○ 16 29 ○ 17 62

九度山町 ○ ○ 9 10 ○ ○ 4 8

高野町 ○ 11 21 ○ 2 4

橋本伊都衛生施設組合 0 0 ○ 2 5

橋本周辺広域市町村圏組合 0 0 0 0

有田市 ○ ○ ○ 39 60 ○ 17 53

湯浅町 ○ ○ ○ 9 18 ○ 4 8

広川町 ○ 3 6 ○ 4 9

有田川町 ○ ○ 51 116 ○ 14 37

有田衛生施設事務組合 ○ 2 4 0 0

有田周辺広域圏事務組合 0 0 ○ 1 2

御坊市 ○ 8 17 ○ 21 44

美浜町 ○ 3 9 ○ 3 10

日高町 ○ 3 10 ○ 5 15

由良町 ○ 3 6 ○ 2 6

印南町 ○ 8 15 ○ 6 15

日高川町 ○ ○ 10 21 ○ 14 39

御坊広域行政事務組合 0 0 ○ 15 125

田辺市 ○ ○ ○ 109 198 ○ 29 100

みなべ町 ○ ○ 27 43 ○ 9 29

白浜町 ○ ○ ○ 46 101 0 0

上富田町 ○ 7 12 0 0

すさみ町 ○ ○ 3 6 0 0

大辺路衛生施設組合 0 0 ○ 6 3

田辺市周辺衛生施設組合 0 0 0 0

富田川衛生施設組合 0 0 ○ 14 40

紀南環境広域施設組合 0 0 0 0

新宮市 ○ ○ 173 329 ○ 15 35

那智勝浦町 ○ 7 12 0 0

太地町 ○ 2 4 ○ 3 5

北山村 ○ 1 2 ○ 8 16

紀南環境衛生施設事務組合 0 0 0 0

那智勝浦町・太地町環境衛生施
設一部事務組合

0 0 ○ 10 20

古座川町 ○ 3 10 ○ 4 7

串本町 ○ ○ ○ 82 223 ○ 19 55

串本町古座川町衛生施設事務組
合

0 0 ○ 1 10

合計 1,409 3,157 465 1,363

御坊保健所

新宮保健所

新宮保健所串本
支所

田辺保健所

管轄保健所等 市町村及び一部事務組合

海南保健所

岩出保健所

橋本保健所

湯浅保健所



50-03-01 地域活動記録                                             県医務課 

 

地域活動記録       
               Fax:            E ﾒｰﾙ: 

発信元（        ）→送信先（              ） 

・災害発生後の地域の健康課題を把握・解決するのに用い、必要に応じて情報集約場所への報告に用いる 

 

活動チーム（保・看・栄・精・事・歯・医・他     名） 

地域名 記録日時 

   年   月    日    時 

記録者 

(所 属) 

被害 

状況 

死傷者数      人 

負傷者数      人 

その他(住民の様子･家屋状況･がけ崩れ等)      

対策本部の組織（数・場所） 

避難 

状況 

避難所数       か所 (備考           ） 

場所：         ，    人(状況         ） 

場所：         ，    人(状況         ）               

場所：         ，    人(状況         ） 

場所：         ，    人(状況         ） 

避難していない人の状況 

 

 

 

 

組織的 

活動 

状況 

班・組織づくり、地区長等リーダーの有無等の状況 組織活動等の状況 

ライフラ

イン・  

交通の状

況 

  可・不可 不可の場所 見通し等 遮断道路・通行上の注意・交通機関の機能

など 電話 可 ・ 不可     

電気 可 ・ 不可     

水道 可 ・ 不可      

ガス 可 ・ 不可      

保健医療

福祉の機

能やマン

パワーの

稼動状況 

医療機関・救護所(数・場所・名称) ボランティアを含むマンパワーの種類と数 

名称(個人・団体)、人数、支援内容等 

福祉機関(数・場所・名称) 

在宅ケア(数・場所・名称) 

保健活動（責任者：         ） 

 

 

 

 

必要物品 不足している医薬品･衛生用品など 依頼・調達方法 

情報伝達 住民への情報・伝達すべき内容 要援護者へ配慮した情報伝達手段・内容 

課題  

と 

対策 

住民のニーズ・優先すべき健康課題 必要な援助・対策 

印象 ･ 

その他 

申し送り

事項等 

  

 



50-03-01 地域活動記録                                             県医務課 

 
 



50-03-02-01避難所活動記録　　県医務課

 避難所日報　(避難所状況） 避難所名 避難所コード

指定避難所以外の場合 所在地

電話 FAX

活動日 　　　　年　　月　　日 記載者(所属・職名・職種）

人 夜： 約 人 昼：約　　　　　　　　人

食事提供人数 約 人 車中泊 □無・□有（約　　　　　人　　）

避難所運営組織 □有（組織：□自治組織・□自治体・□学校・□その他（　　　　　　　　　　　　　））・□無

外部支援・ボランティア

救護所設置

巡回診療

　　　　　　　　　　　　　　　現在の状況 　　　　　　　　　　　　　特記事項（課題も含む）

電気 □開通・□不通　 予定：

ガス □開通・□不通　 予定：

水道 □開通・□不通　 予定：

下水道 □開通・□不通　 予定：

飲料水 □充足・□不足　 予定：

固定電話 □開通・□不通　 予定：

携帯電話 □開通・□不通　 予定：

スペース過密度 □適度・□過密

プライバシーの確保 □適・□不適

更衣室 □有・□無

授乳室 □有・□無

トイレ □充足（　　　　基）・□不足

トイレ衛生状態 □良・□不良 　

手洗い場 □有・□無 手指消毒 □有・□無

トイレ照明 □適・□不適 風呂・シャワー □有・□無

冷暖房 □有・□無 洗濯機 □有・□無

喫煙 □禁煙・□分煙・□その他

温度 □適・□不適 換気・湿度 □適・□不適

土足禁止 □有・□無 清掃状況 □良・□不良

ゴミ収積場所 □有・□無

粉塵 □無・□有 生活騒音 □適・□不適

寝具乾燥対策 □適・□不適 ペット対策 □適・□不適

主食提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

おかず提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

特別食提供 □有・□無

炊き出し □該当・□無 残品処理 □適・□不適

調理設備 □有・□無 冷蔵庫 □有・□無

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード

食
事
提
供

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

設
備
状
況
と
衛
生
面

避
難
施
設
基
本
情
報

□有（種類(職種)・人数：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

□有（所属：　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

□有（所属：　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）・□無　

様式　2

避難者数
（施設内）

施設定員
(指定避難所)

医
療

生
活
環
境



50-03-02-02避難所活動記録　 様式　３

避難所日報（避難者状況） 避難所名 避難所コード

活動日 　　　　　　年　　　　月　　　　日 記載者(所属・職名・職種）

◆配慮を要する者◆　

高齢者（65歳以上） 人 人 障害者 人 人 服薬者 人 人

うち75歳以上 人 人 身体障害者 人 人 降圧薬 人 人

要介護認定者 人 人 知的障害者 人 人 糖尿病薬 人 人

妊婦 人 人 精神障害者 人 人 向精神薬 人 人

じょく婦 人 人 難病患者 人 人 他の治療薬 人 人

乳児 人 人 人 人 その他 人 人

幼児・児童 人 人 人 人

人 人 アレルギー疾患 人 人

特記事項

◆対応すべきニーズがある者◆ ＊まだ解決しておらず、速やかに対応しなければならないニーズがある避難者数を記載する。

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

医療ニーズのある者 □無・□有 人

うち医薬品がない者 □無・□有（ 人）

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

保健福祉ニーズのある者 □無・□有 人

高齢者 □無・□有（ 人）

障害者・児 □無・□有（ 人）

その他 □無・□有（ 人）

こころのケアが必要な者 □無・□有（ 人）

◆感染症・食中毒等症状がある者◆

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

総数（実人数） □無・□有 人

発熱 □無・□有（ 人）

咳・痰 □無・□有（ 人）

下痢・嘔吐 □無・□有（ 人）

対応内容・結果

課題/申し送り

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード

うち障害児・医療的ケア児

うち要継続
支援人数人数

うち要継続
支援人数

透析（腹膜透析含む）

在宅酸素療法・呼吸器療法

人

人数
うち要継続
支援人数

要継続支援合計
人数（実人数）

人数



50-03-03-01　保健活動日報　県医務課 様式　４

共通様式

保健師 人

事務職 人

その他 人

　○実施した内容毎に実績を計上する。

　○各項目には、下の項目一覧から番号を選択し、該当番号を記入する。

＜項目一覧＞

【内容】
１　感染症対策　　２　母子保健　　３　精神保健（心の健康）
４　生活不活発病予防　　５　エコノミークラス症候群予防
６　生活習慣病予防　　７　閉じこもり予防
８　熱中症予防　　９　その他（内容を記載すること）

【対象】
１　成人　　２　妊婦　　３　産婦　　４　乳児　　５　幼児
６　高齢者　　７　知的障害者・児　　８　身体障害者・児
９　精神障害者・児　　１０　発達障害者・児
１１　難病患者　　　１２　その他（対象者を記載すること）

対象もしくは内容

　仮設住宅

活動日

活動場所（該当するもの一つに○）

　年　　月　　日

地域名：　　　　　　　　　　　　　　　　

派遣チーム人数

避難所名：　　　　　　　　　　　　　　　　

対象 内容

　避難所

人

派遣元自治体　活動報告書（派遣元自治体から厚生労働省へ報告する様式）

＊避難所毎、仮設住宅群毎に
分けて報告して下さい。

派遣先（都道府県名） 派遣先（市区町村名）

派遣元自治体名（都道府県名）派遣元自治体名（市区町村名）

　その他

　うち職種別人数

そ
の
他

１１　データ入力　　１２　帳票整理
１３　健康サロンの実施準備
１４　その他（活動内容を記載すること）

８　集団への健康教育
９　健康サロンの実施
１０　その他（活動内容を記載すること）

個
別
支
援

集
団
支
援

１　訪問　　２　健康相談　　３　保健指導
４　他職種・他機関への紹介・調整
５　個別支援計画作成
６　ケア会議への出席
７　その他（活動内容を記載すること）

活動種別

支援活動

活動種別(どんなことを)



50-03-03-01　保健活動日報

　　　　　　　　[大規模災害における保健師の活動マニュアル．全国保健師長会.2013;p111]



50-03-03ｰ02　保健活動日報　　県医務課

各チーム　→　保健所

被災地域における保健活動日報
※チーム全員の氏名を記入して下さい。

活動日

Ⅰ　活動状況
　0時 24時

Ⅱ　活動場所

　　　　　　　　　（内　不在数）内　不在数 　　　　　　　　　（内　不在数）内　不在数

か所

Ⅲ　活動内容
１　相談件数(実人員）

成人 妊婦 産婦 乳児 幼児 高齢者
知的障害

者・児
身体障害者･児 精神障害者・児 発達障害者・児 難病患者 その他 計

人数

（再掲）
要フォロー

人数

（再掲）
要フォロー

人数

（再掲）
要フォロー

２　相談内容(延べ件数）
避難所 被災者宅 仮設住宅

件 件 件

件 件 件

件 件 件 ３　集団健康教育・相談

件 件 件 場所 参加人員 内容

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

Ⅳ　特記事項　(関係機関への連絡など）

　　計

　８　生活に関すること

　９　こころに関すること

１１　生活機能低下予防に関すること

１２　介護に関すること

１０　睡眠に関すること

その他の内容

１３　その他

　４　医療に関すること

　６　エコノミー症候群に関すること

その他の内容内　　　容

　１ 　被災による外傷等(復旧作業にともなうものも含む)

　２　現症・既往に関すること

　５　感染症予防に関すること

所　属

　７　食事に関すること

　３　服薬に関すること

区分

被
災
者
宅

仮
設
住
宅

活動市町村名

避難所

12時

被災者宅 仮設住宅

世帯数

避
難
所

活動従事者(報告者）

平成 　  　年　　　月　　　　日（　　　　）

←活動場所に応じて書き換えて下さ
い。

世帯数箇所数



50-03-04-01　健康相談票（共通様式）　県医務課 様式　１

・面接 ・訪問 乳児　　幼児　

・電話 妊婦　　産婦　　高齢者 相談日

・その他 障害者 時間

その他（　　　　　　　　　　　　　） 場所

性別 年齢

男・女 歳

　なし

　あり

食事 保清 衣類の着脱 排泄 移動 意思疎通 判断力・記憶

自立

一部介助

全介助

解決

継続

は、和歌山県で追加しています。

・療育手帳（　　級）

・精神保健福祉手帳（　　級）

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

基
本
的
な
状
況

　　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　独居　・　高齢者独居　・　高齢者のみ世帯

家族状況

　　(避難所名：　　　　　　　　　　　　)

制度の利用状況

・介護保険（介護度　　　　　）

被災の状況

    自宅外：車・テント・避難所

被災前住所 連絡先

　　自宅

避難場所

・身体障害者手帳（　　　級）

健康相談票(共通様式)

生年月日

　M・T・S・H　　　年　　月　　日

氏名（フリガナ）

（　　　　　　　　　　　　）

初回　・　（　　　）回

保管先

　　自宅倒壊　・　ライフライン不通　・　避難勧告　・　精神的要因（恐怖など）

①現住所

②新住所

連絡先

家に帰れない理由

情報源、把握の契機／相談者がいる場合、本人との関係・連絡先

連絡先

方法 担当者（自治体名）対象者

　　年　　月　　日

その他日
常
生
活
の
状
況

医療機関名

現在の状態(自覚症状ごとに発症時期・持続・転帰を記載) 具体的自覚症状(参考)

高血圧、脳血管疾患、
高脂血症、糖尿病、
心疾患、肝疾患、
腎疾患、精神疾患、
結核、難病、
アレルギー、
その他
(　　　　　　　　　)

高血圧、 高脂血症、
糖尿病、 心疾患、
肝疾患、 腎疾患、
精神疾患、 結核、
難病、 アレルギー、
その他
(　　　　　　　　　)

食事制限

医療器材・器具

身
体
的
・
精
神
的
な
状
況

個
別
相
談
活
動

備考
必要器具など

相談内容 支援内容

今後の支援方針

　家族問題あり（　　　　　　　　　　　）

最高血圧：

最低血圧：

被災前：

被災後：

内容　(　　　　　　　　　　　　　　)

内服薬

　在宅酸素　・　人工透析

　なし　・　あり（中断　・　継続）　　内服薬名（　　　　　　　　　　　　　　）

水分　(　　　　　　　　　　　　　　)

既往歴 現在治療中の病気

　その他(              　　　　　　　　       　)

①頭痛・頭重②不眠③倦怠感④吐き気⑤めま
い⑥動悸・息切れ⑦肩こり⑧目の症状⑨咽頭
の症状⑩発熱⑪便秘/下痢⑫食欲⑬体重減少
⑭精神運動減退/空虚感/不満足/決断力低下
/焦燥感/ゆううつ/精神運動興奮/希望喪失/
悲哀感⑮その他

血圧測定値

    異常なし　・　半壊　・  全壊　

【再掲：台風等の浸水】

　　なし　・　　床下　　・　床上　（　1階　・　2階　）

被災の状況



50-03-04-02 健康相談票経過用紙                                       県医務課 

 

経過用紙 
住所（避難所・仮設住宅） 氏名 № 

月 日 相談方法 相談内容 指導内容(今後の計画を含む) 担当者 

  

  

           

        

        

        

        

                           

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

       



50-03-05-01 健康調査連名簿                                                                               県医務課 

健康調査連名簿 (             )地区・避難所・仮設住宅       

・地域、避難所等において、家庭訪問、健康相談を行う際に使用する。継続支援が必要な場合は○印を付し、健康相談票を作成する。 

・地域、避難所、仮設住宅において、全体の健康調査を行う場合も使用する。  

・乳幼児･高齢者・介護認定者、慢性疾患患者など、特定の対象者を把握する場合にも使用する。 

記入年月日     年  月  日    記入者所属（        ）氏名(                            ） 

番

号 

番地 

地図ＮＯ 
氏名 

年

齢 
性別 対象(状態・疾患など) 相談内容･問題点 援助内容 

要継続

は○ 

1      男･女 

・乳幼児・妊産婦・小学生・中高生 

・高齢者（要支援・介護度     ） 

・介護認定者(要支援・介護度     ) 

・心身障がい(児・者) ・慢性疾患 

・感染症 ・精神保健・難病・その他（    ） 

      

2      男･女 

・乳幼児・妊産婦・小学生・中高生 

・高齢者（要支援・介護度     ） 

・介護認定者(要支援・介護度     ) 

・心身障がい(児・者) ・慢性疾患 

・感染症 ・精神保健・難病・その他（    ） 

  

  
    

3      男･女 

・乳幼児・妊産婦・小学生・中高生 

・高齢者（要支援・介護度     ） 

・介護認定者(要支援・介護度     ) 

・心身障がい(児・者) ・慢性疾患 

・感染症 ・精神保健・難病・その他（    ） 

      

4      男･女 

・乳幼児・妊産婦・小学生・中高生 

・高齢者（要支援・介護度     ） 

・介護認定者(要支援・介護度     ) 

・心身障がい(児・者) ・慢性疾患 

・感染症 ・精神保健・難病・その他（    ） 

      

5      男･女 

・乳幼児・妊産婦・小学生・中高生 

・高齢者（要支援・介護度     ） 

・介護認定者(要支援・介護度     ) 

・心身障がい(児・者) ・慢性疾患 

・感染症 ・精神保健・難病・その他（    ） 

      

                                                  



50-03-05-02　健康調査世帯票

地図番号

調査者（所属、氏名）

調査年月日        　　　年 　　　　月   　   日（　　　　）　　　　

性別 続柄 年齢 職 業
同居
状況

服薬状況

男
･

女
主

同・別 無・有

男
･

女

同・別 無・有

男
･

女

同・別 無・有

男
･

女

同・別 無・有

男
･

女

同・別 無・有

男
･

女

同・別 無・有

相談・要望・困りごと等

直接的ケア〈実施した場合記入〉 総合所見
支援の要否　   A 要対応    B 対応不要

備考 ・内容（「Ａ要対応」の場合は、必要な理由を必ず記入）
　　

健康調査世帯票

地区名

6

       氏      名

5

家
族
構
成
・
被
調
査
者
に
○
印

1

2

3

・次回訪問等
　　（　　　月　　　　日　頃）

支援者 　有 　（ 親族 〔子 ・ 兄弟姉妹 ・その他　　　　　　〕 ・近所の人 ・ ヘルパー ・ その他　　　　   ） ・  無 　

訪問
ＴＥＬ
その他（　　　　　　　　　　　　）

その他 　ペット（有　・　無）

消毒薬配布 　有  ・  無     　　

生活環境 電気　・　ガス　・　電話　・　上水道　・　井戸（谷水）　・　トイレ 　・　入浴　　※可能なものに○

食事 自炊（可　・　不可　）　不可の場合の手段（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　

定期受診（有・無） 血圧：　／

被災の状況 異常なし　・　半壊　・  全壊　　　　　　　再掲：台風等の浸水　　　なし　・　　床下　　・　床上　（　1階　・　2階　）

ＴＥＬ
（連絡先）

健康状態（疾病、主訴）

4

世帯主
氏名

住所

定期受診（有・無） 血圧：　／

定期受診（有・無） 血圧：　／

定期受診（有・無） 血圧：　／

定期受診（有・無） 血圧：　／

定期受診（有・無） 血圧：　／

現在の居場所を記入
（住所以外の場合記入）

住所以外の場合
理由



調査年月日             年     月      日 調査者名                                  

仮設住宅入居日       年     月     日

   FAX 被災状況 全壊（焼）   ・半壊（焼）

 性別   続柄   生 年 月 日   職 業     健康状態（疾病、主訴）

２ 近隣・社会との関係

３  要援護者（上記世帯調査において３歳未満、病弱者、７５歳以上、独居者については全て記入）

英
字

相談・要望等 総合所見
調査者の判断   A 要対応    B 対応不要

心身状況 受療状況等

経済状況  年金 ・ 給与 ・ 生保（          福祉事務所・担当CW          ）   経済的に困っている・いない

震災の影響 家族状況変化  無 ・ 有（            ） 仕事状況変化  無 ・ 有（                ）  その他（             ）

社会資源活用状況

活動参加意向 サークルやグループに参加している ・ 今後地域活動やサークルに参加したい ・ 参加意向なし

交友関係 悩みを相談できる友人   有 ・ 無             仮設住宅での親しい友人   有 ・ 無

近所づきあい 全くない ・ あいさつする程度 ・ 会話をする程度 ・ 互いの家行き来する ・ 用事をたのむ

来訪者

     TEL

B

C

氏名                       続柄         住所                                    TEL

有   親族 （娘 ・ 息子 ・ 兄弟姉妹 ・ 嫁  ） ・ボランティア ・ ヘルパー ・ その他    ・      無 

自治会等役割 前住所では役員をしていた ・ 現在はしていないが今後やりたい ・ 何もしていない 

50-03-06　仮設住宅入居者世帯調査票                                        県医務課

家
族
構
成
・
被
調
査
者
に
○
印

D

E

F

       氏      名

A

１ 世帯の状況

  仮設住宅名                                  棟        号室

  緊急連絡先               （

仮設住宅入居世帯調査票



50-03-07-01 保健師活動状況報告書                                 県医務課 
  

保健師活動状況報告書      ＦＡＸ 保健所 → 県庁  

保健所（支所）名 記録日時           

   月    日（  ）    時    分 

記録者氏名 

 

            保健師活動状況報告書 
 

※ 大まかな状況を分かる範囲でご記入願います。 
 ◇管内保健師の被災状況（市町村名を記入してください。） 

  人数 保健所    市･町･村 市･町･村 市･町･村 市･町･村 市･町･村 市･町･村 

全保健師数        

被災保健師数        

 

◇ 管内市町村保健師活動状況 
 

 

 

 ◇保健師保健師活動状況 

 

 

 

 ◇保健所保健師の管内市町村へ支援の有無（有りの場合はその内容・支援予定期間等） 

    無 ・ 有       支援期間・人数 ：  月  日～  月  日・  人  

                 内容： 

 

 

 

 ◇課題と対策 

 

 

 

 ◇特記事項（避難所状況、ライフライン、交通状況、ボランティアの支援状況等管内の状況等） 

 

 

 

 

 

 ※毎日、１８時までにＦＡＸ送信してください 

 ※前日と変更があった箇所のみの記入でも結構です 



50-03-07-02 保健師活動状況報告書

保健師活動状況報告書　　　　　　ＦＡＸ　保健所（市町村）　→　県庁（保健所）
50-03-07-02　　県医務課

保健所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　）月の状況

■　復旧・復興対策の進捗状況の把握のため、保健師活動についてご報告お願いします。

■　わかる範囲で今後予定している活動内容についてもご記入ください。

○避難所での活動状況（今後の予定も含む）

市町村名 設置箇所数 場　　所　　名 保健師活動内容

○仮設住宅での活動状況（今後の予定も含む）

市町村名 設置戸数 地　　区　　名 保健師活動内容

○被災地域での活動状況（健康調査・健康相談・健康教育　等）（今後の予定も含む）

業務名

○平常業務の実施状況（今後の予定も含む）

業務名

保健師活動状況報告（避難所から概ね仮設住宅入居時）

保健師活動内容

実施できていない・遅れている業務



51-01-01 県県土整備部

県有建設機械保有状況 令和５年８月１日現在

海草振興局建設部 6 1 2 1

那賀振興局建設部 3 1 1 1

伊都振興局建設部 3 2 1 1

有田振興局建設部 3 1 1 1

日高振興局建設部 3 3 1 1

西牟婁振興局建設部 5 5 1 1 1

東 牟 婁 振 興 局
串 本 建 設 部

2 0 1 1

東 牟 婁 振 興 局
新 宮 建 設 部

2 1 1 1

合計 27 14 9 2 7

その他
　　　　　　　　　　機械
機関

ダンプトラック
（２ｔ以上）

軽ダンプ
ショベル・
バックホウ

高所作業車 スイーパー
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㸦எ㸧♫ᅋἲே ࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠఍

఍㛗 ▮ 㒊 ᖾ 㞝



ᵝᘧ㸯㸦➨㸯᮲㛵ಀ㸧

ᘓタ㈨ᶵᮦ➼ᛂ᥼せㄳ᭩

㸯 ⅏ᐖࡢ≧ἣ

㸰 ᴗົෆᐜ㸦⥭ᛴ㍺㏦㊰ࡢ☜ಖࡢࡑࠊ௚㸧

㸦ᛂ᥼ࢆᚲせࡿࡍ࡜ᘓタ㈨ᶵᮦ➼࡞⬟ྍࡶ㝈ࡾグ㍕㸧

㸱 ᛂ᥼ࢆᚲせࡿࡍ࡜᪥ཬࡧሙᡤ

㸦㸯㸧ᕼᮃ᪥

ᖺ ᭶ ᪥ࡽ࠿

㸦‽ഛ࠸ᩚࡀḟ➨㸧

㸦㸰㸧ᕼᮃሙᡤ

㸲 ⌧ᆅ㐃⤡㈐௵⪅

㸳 ஦㡯࡞௚ᚲせࡢࡑ

ᖹᡂ ᖺ ᭶ ᪥

♫ᅋἲே ࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠఍

఍㛗 ᵝ

࿴ḷᒣ┴▱஦

┴ᢸᙜ⪅ ᡤ ᒓ

Ặ ྡ

㟁ヰ␒ྕ



ᵝᘧ㸰㸦➨㸱᮲㛵ಀ㸧

ᘓタ㈨ᶵᮦ➼ᛂ᥼ཷㅙ᭩

㸯 ᐇ᪋఍ဨ

㸦㸯㸧ᐇ᪋఍ဨྡ

㸦㸰㸧ఫ ᡤ

㸦㸱㸧㈐௵⪅ྡ

㸰 ᴗົෆᐜ

㸱 ᛂ᥼ࡿࡍ᪥ཬࡧሙᡤ

㸦㸯㸧ᛂ᥼ࡿࡍ᪥

㸦㸰㸧ሙ ᡤ

㸲 ஦㡯࡞௚ᚲせࡢࡑ

ᖹᡂ ᖺ ᭶ ᪥

࿴ḷᒣ┴▱஦ ᵝ

♫ᅋἲே ࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠఍

఍㛗



ᵝᘧ㸱㸦➨㸲᮲㛵ಀ㸧

ᘓタ㈨ᶵᮦ➼౑⏝ሗ࿌᭩

㸯 ᛂ᥼࡟ᚑ஦ࡓࡋᘓタ㈨ᶵᮦ➼ࡢ㌴✀ࠊᩘྎࠊேဨ➼

㈨ ᮦ ྡ㸦つ᱁➼㸧 ᩘ 㔞

ᶵ Ე ྡ㸦㌴✀ࠊつ᱁㸧 ྎ ᩘ ഛ ⪃

⫋ ✀ ே ဨ

ͤ౑⏝ࡓࡋ㈨

ᶵᮦࡢ⥲ᩘ㔞

ࡃ࡚ࡋグ㍕ࢆ

ࠋ࠸ࡉࡔ

㸦ヲ⣽ูࠊࡣ

⣬ࡾࡼ࡟ᥦฟ

ࡋ ࡚ ࡃ ࡔ ࡉ

㸧ࠋ࠸

ͤヲ⣽ูࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟⣬ࠋࡾ࠾࡜ࡢ

㸰 ᴗົෆᐜཬࡧሙᡤ

㸱 ᛂ᥼࡟ᚑ஦ࡓࡋᮇ㛫

㸲 ஦㡯࡞௚ᚲせࡢࡑ

ᖹᡂ ᖺ ᭶ ᪥

࿴ḷᒣ┴▱஦ ᵝ

♫ᅋἲே ࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠఍

ᐇ᪋఍ဨ



ู⣬㸦ᵝᘧ㸱㛵ಀ㸧

ᘓタ㈨ᶵᮦ➼౑⏝᫂⣽᭩

సᴗ㛤ጞ ㈨ ᮦ ྡ

᭶ ᪥ ᶵᲔྡ㸦㌴✀㸧 つ ᱁ ౑⏝ᩘ㔞 ༢఩ ഛ ⪃

సᴗ⤊஢ ⫋ ✀ ேဨ



 

 ༠ᐃ᭩ࠖࡿࡍ㛵࡟ᛂᛴᑐ⟇ᴗົࡿࡅ࠾࡟኱つᶍ⅏ᐖ᫬ࠕ

 ㄆ᭩☜ࡃᇶ࡙࡟

 

ᅋἲே࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠♫࡜㸧ࠋ࠺࠸࡜ࠖ⏥ࠕ࿴ḷᒣ┴㸦௨ୗࠊࡣㄆ᭩☜ࡢࡇ

఍㸦௨ୗࠕஎࠖࠋ࠺࠸࡜㸧ࡀᖹᡂ㸰㸲ᖺ㸱᭶㸯㸷᪥ࠕࡓࡋ⤖⥾࡟኱つᶍ⅏ᐖ᫬࡟

༠ᐃ᭩ࡿࡍ㛵࡟ᛂᛴᑐ⟇ᴗົࡿࡅ࠾ 㸦ࠖ௨ୗࠕ༠ᐃ᭩ࠖࠋ࠺࠸࡜㸧࡟ᇶ࡙ࡃᴗົ

ࠋࡿ࠶࡛ࡢࡶࡿࡵᐃࢆ஦㡯࡞ᚲせࠊࡵࡓࡿࡍ⾜㐙࡟⁥෇ࡘ࠿㏿㎿ࢆ  

 

➨㸯 ᛂ᥼ࡢせㄳ㸦༠ᐃ᭩➨㸯᮲㛵ಀ㸧  

㟈ᗘ㸴ᙅ௨ࠊࡣ࡜኱つᶍ⅏ᐖ᫬ࠖࠕࡿࡁ࡛ࡀ࡜ࡇࡿࡍせㄳࢆᛂ᥼ࠊࡀ⏥ (1。 

࿴ḷᒣ┴⅏ࠊ࡛➼ሙྜࡓࡋ⏕Ⓨࡀ⅏ᐖ࡞኱つᶍࡢ௚ࡢࡑ㢼Ỉᐖࠊᆅ㟈ࡢୖ

ᐖᑐ⟇ᮏ㒊ࡀタ⨨ࡓࢀࡉ⅏ᐖ᫬ࠋ࠺࠸ࢆ 

 。「) ༠ᐃ᭩➨㸯᮲࡟つᐃࡿࡍᛂ᥼ࡢせㄳ࡟ಀࡿ஦ົྛࡢ⏥ࠊࡣ᣺⯆ᒁᘓタ㒊

㛗ࠊ༡⣖ⓑ὾✵ ⟶⌮஦ົᡤ㛗ࠊ࿴ḷᒣୗὠ ‴஦ົᡤ㛗㸦௨ୗࠕᘓタ㒊

㛗➼ࠖࠋ࠺࠸࡜㸧࡜ᙜヱᘓタ㒊➼ࡢᡤ⟶ࡿࡍᆅᇦෆࡓࢀ࠿⨨࡟➨㸱㡯➨㸱

ྕ࡛ᐃࢡࢵࣟࣈࡿࡵ㛗ࡢ㛫࡛ฎ⌮ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ 

ᘓタ㒊㛗➼ࠊࡣஎࡢ༠ຊࡀᚲせࠊࡋุ᩿࡜༠ᐃ᭩➨㸯᮲࡟つᐃࡿࡍᘓタ

㈨ᶵᮦ➼ᛂ᥼せㄳ᭩ࡾࡼ࡟ᙜヱࢡࢵࣟࣈ㛗࡟┤᥋せㄳࡓࡋሙྜ࠿ࡸ㏿ࠊࡣ

ᢏ⾡ㄪᰝㄢ㛗ࠖࠕᅵᩚഛ㒊┴ᅵᩚഛᨻ⟇ᒁᢏ⾡ㄪᰝㄢ㛗㸦௨ୗ┴ࢆ᪨ࡢࡑ࡟

ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍሗ࿌࡟㸧ࠋ࠺࠸࡜  

 。」) ๓ྕࡢつᐃࠊࡎࡽࢃ࠿࠿࡟ᆅᇦෆࡀቯ⁛ⓗ࡞⿕ᐖࡾࡼ࡟࡜ࡇࡓࡅཷࢆᙜ

ヱᆅᇦࡢ༠఍ဨࡢάືࡀᅔ㞴ࡓࡗ࡞࡜ሙྜࠊ࡝࡞ᗈᇦⓗ࡞ᛂ᥼ࡀᚲせ࡛࠶

஦ࡿಀ࡟せㄳࡢ㛫࡛ᛂ᥼ࡢ⪅௵㐃⤡㈐ࡿࡍつᐃ࡟༠ᐃ᭩➨㸷᮲ࠊࡣሙྜࡿ

ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ⌮ฎࢆົ  

  

➨㸰 せㄳࡿࡍᴗົ㸦༠ᐃ᭩➨㸰᮲㛵ಀ㸧  

 ༠ᐃ᭩➨㸰᮲➨㸰ྕ࡛つᐃࠕࡿࡍᛂᛴ᚟ᪧసᴗࠖࠊࡣ࡜⥭ᛴ㍺㏦㐨㊰ࡢ஺㏻

సࡢᑠ㝈᭱ࡘ࠿ᚲせࡢࡵࡓࡢ஧ḟ⅏ᐖ㜵Ṇࡿࡼ࡟⅏⿕ࡢබඹ᪋タࡧಖཬ☜ࡢ

ᴗࠋ࠺࠸ࢆ  

 

➨㸱 ༠ຊࡢᐇ᪋㸦༠ᐃ᭩➨㸱᮲㛵ಀ㸧  

。1) எࠊࡣ༠఍ဨࡢ୰ࠕࡽ࠿༠ᐃ᭩ࠖ࡟㈶ྠࡓࡋ༠఍ဨ㸦௨ୗࠕ⅏ᐖᛂᛴᑐ

⟇༠ຊ⪅ ᘓࠕࡢ⪅⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊྛࡧ⡙㸦ู⣬ᵝᘧ㸯㸧ཬྡࡢ㸧ࠋ࠺࠸ࠖ࡜

51-01-04 県技術調査課



タᶵᲔ࣭㈨ᶵᮦ➼ሗ࿌᭩ 㸦ูࠖ⣬ᵝᘧ㸰㸧࡟⏥ࠊ࡚ࡵ࡜ࡲࡾ࡜ࢆሗ࿌ࡶࡿࡍ

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢ

。「) எࠊࡣ๓ྕ࡟つᐃࠕࡿࡍ⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ྡ⡙ࠖཬྛࠕࡧ⅏ᐖᛂᛴᑐ

⟇༠ຊ⪅ࡢᘓタᶵᲔ࣭㈨ᶵᮦ➼ሗ࿌᭩ࠖグ㍕஦㡯࡟ኚ᭦ࡓࡌ⏕ࡀሙྜࠊࡣ

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍሗ࿌࡟⏥࡟࠿ࡸ㏿

。」) எࠕࡵࡌ࠿ࡽ࠶ࠊࡣ⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ࠖࡢᡤᅾᆅࡸ⦅ᡂேဨ➼ࡢᶵື

ຊ຺ࢆ᱌ࠊୖࡢ┴ෆ࡟ࢡࢵࣟࣈྛࢆศ๭ࢡࢵࣟࣈࢀࡒࢀࡑࠊࡋ㛗ࢆᐃ࡚ࡵ

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡃ࠾

。4) எ࡞࠿ࡸ㏿ࠊࡣ༠ຊせㄳࡢఏ㐩ࡸ᝟ሗඹ᭷ࢡࢵࣟࣈࡵࡌ࠿ࡽ࠶ࠊࡵࡓࡢ

㛗➼ࢆᐃࡓࡵ⥭ᛴ㐃⤡యไ⾲㸦ู⣬ᵝᘧ㸱㸧ࢆసᡂࠊࡋẖᖺ㸵᭶㸯᪥࡟⏥

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍሗ࿌࡟

。5) எࠊࡣ๓ྕࡢ⥭ᛴ㐃⤡యไ⾲࡟ኚ᭦ࡓࡗ࠶ࡀሙྜ࡟⏥࡟࠿ࡸ㏿ࠊࡣሗ࿌

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ

᥋せㄳ┤ࡽ࠿➼ᘓタ㒊㛗ࠊࡾࡼ࡟つᐃࡢ㸯㡯➨㸰ྕ➨ࠊࡣ➼㛗ࢡࢵࣟࣈ (6。

ᐇࡿࡍᐇ᪋ࢆᴗົ࡟ࡕ┤ࠊࡁᇶ࡙࡟つᐃࡢ༠ᐃ᭩➨㸱᮲ࠊࡣሙྜࡓࡅཷࢆ

᪋఍ဨ㸦௨ୗࠕᐇ᪋఍ဨࠖࠋ࠺࠸࡜㸧ࢆỴᐃࠊ࠼࠺ࡢᘓタ㒊㛗➼࡟ᅇ⟅ࡿࡍ

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶ

。7) ᐇ᪋఍ဨࠊࡣᙜ᪥ࡢసᴗ⤊஢ᚋࠊ⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇ᴗົࡢ㐍ᤖ≧ἣ➼ࢆ⌧ᆅ

㐃⤡㈐௵⪅࡟ሗ࿌ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ 

 

➨㸲 ᴗົሗ࿌㸦༠ᐃ᭩➨㸲᮲㛵ಀ㸧  

 ᐇ᪋఍ဨࠊࡣ༠ᐃ᭩➨㸲᮲࡟ᇶ࡙ࡃᘓタ㈨ᶵᮦ➼౑⏝ሗ࿌᭩㸦ᵝᘧ㸱㸧࡟స

ᴗෆᐜ㸦╔ᡭ๓ࠊసᴗ୰ࠊ᏶ᡂࠊ౑⏝ࡓࡋ㈨ᶵᮦ➼㸧ࡿࡁูุ࡛ࡀ෗┿ࠊᅗ㠃

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍᥦฟ࡟⪅௵ᆅ㐃⤡㈐⌧ࠊࡋ㐺ᐅῧ௜ࢆ㈨ᩱ࡞ᚲせ࡟⟭✚➼

 

➨㸳 ⤒㈝ࡢ㈇ᢸ㸦༠ᐃ᭩➨㸳᮲㛵ಀ㸧  

ᘓタ㒊㛗➼ࠊࡣ⅏ᐖⓎ⏕᫬ࡢ⏥ࡿࡅ࠾࡟✚⟬ᇶ‽࡟ᇶ࡙ࢆ⏝㈝ࡁ⟬ฟࠊࡋ

ᐇ᪋఍ဨ࡜ㄳ㈇ዎ⣙ࠊࡋࡔࡓࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡍ⤖⥾ࢆ༢౯ዎ⣙➼ู࡛࡟ዎ⣙ࢆ

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡼ࡟ዎ⣙ࡢࡑࡣ࡚࠸ࡘ࡟ࡢࡶࡿࢀࡲྵ࡟ᴗົࡓࡋ⤖⥾

 ࠋࡿࡍ࡜ࡢࡶࡿࡵᐃ࡚ࡋஎ༠㆟⏥ࠊ㒔ᗘࡢࡑࠊࡣሙྜ࠸ࡓࡀࡾࡼ࡟ࢀࡇࠊ࠾࡞

 

➨㸴 ⅏ᐖ⿵ൾ㸦༠ᐃ᭩➨㸵᮲㛵ಀ㸧 

。1) ᛂᛴᑐ⟇ᴗົ࡟ᚑ஦ࠊࡣ⪅ࡿࡍ༴㝤ࡀక࠺ᴗົ࡛ࢆ࡜ࡇࡿ࠶༑ศㄆ㆑ࠊࡋ

஦ᨾ㜵Ṇ࡟⣽ᚰࡢὀពࢆᡶࠋ࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ࢃ 

。「) ᐇ᪋఍ဨࠊࡣ♫ဨࢆᛂᛴᑐ⟇ᴗົ࡟ᚑ஦ࡿࡏࡉሙྜࠊ⿵ൾಖ㝤ไᗘ➼ࡢ

ά⏝ࢆᅗࠊ➼ࡿ୓୍ࡢ஦ែ࡟ഛࠋ࠸࡞ࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞࠼ 



 

㸯㏻⮬ྛࠊୖࡢஎグྡᢲ༳⏥ࠊࡋసᡂࢆᮏ᭩㸰㏻ࠊࡵࡓࡿࡍドࢆㄆ᭩☜ࡢࡇ

ࠋࡿࡍ⟶ಖࢆ  

 

ᖹᡂ㸰㸲ᖺ 㸱᭶㸯㸷᪥  

 

㸦⏥㸧 ࿴ḷᒣ┴┴ᅵᩚഛ㒊┴ᅵᩚഛ㒊ᢏ⾡ㄪᰝㄢ  

 

             ㄢ  㛗   㕲 ᑿ ⩏ ἞  

 

㸦எ㸧 ࿴ḷᒣ┴࿴ḷᒣᕷ‖㏻୎໭㸯୎┠㸯㸫㸶  

♫ᅋἲே ࿴ḷᒣ┴ᘓタᴗ༠఍  

 

      ᑓົ⌮஦   ὸ ⏣ Ṧ ᙪ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ู⣬ᵝᘧ䠍

䕿䕿ᖺᗘ䚷⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ྡ⡙䕿䕿ᖺᗘ䚷⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ྡ⡙䕿䕿ᖺᗘ䚷⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ྡ⡙䕿䕿ᖺᗘ䚷⅏ᐖᛂᛴᑐ⟇༠ຊ⪅ྡ⡙ 䚷䚷䕿䚷䕿䚷䚷䚷䝤䝻䝑䜽䚷䚷䕿䚷䕿䚷䚷䚷䝤䝻䝑䜽䚷䚷䕿䚷䕿䚷䚷䚷䝤䝻䝑䜽䚷䚷䕿䚷䕿䚷䚷䚷䝤䝻䝑䜽
ᖹᡂ䕿䕿ᖺ䕿᭶䕿᪥⌧ᅾ

䚷䕿䕿ᕷ䚷䕿䕿⏫ 䠰䠡䠨䚷㻜㻣㻟䠉㻖㻖㻖䠉㻖㻖㻖㻖 䕿ᒣ䚷䕿⏨ 䠰䠡䠨㻌㻌㻌㻜㻣㻟㻙㻖㻖㻖㻙㻖㻖㻖㻖
䕿䕿䕿䚷䚷䕿䕿␒ᆅ 䠢䠝䠴䚷㻜㻣㻟䠉㻖㻖㻖䠉㻖㻖㻖㻖 䕿ᕝ䚷䕿ኵ 㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻜㻣㻟㻙㻖㻖㻖㻙㻖㻖㻖㻖

䕿ᕝ䚷䕿㞝 㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻌㻜㻣㻟㻙㻖㻖㻖㻙㻖㻖㻖㻖
䠢䠝䠴㻌㻌㻌㻜㻣㻟㻙㻖㻖㻖㻙㻖㻖㻖㻖

䚷䕿䕿ᕷ䚷䕿䕿⏫ 䠰䠡䠨䚷㻜㻣㻟䠉㻖㻖㻖䠉㻖㻖㻖㻖 䕿ᒣ䚷䕿⏨ 䠰䠡䠨㻌㻌㻌㻜㻣㻟㻙㻖㻖㻖㻙㻖㻖㻖㻖
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51-01-05 

大規模災害時における被害状況調査等の応援協力に関する協定書 

 

 和歌山県（以下「甲」という。）と社団法人和歌山県測量設計業協会（以下「乙」

という。）は、地震、風水害、その他の大規模な災害が発生した場合（以下「大規模

災害時」という。）における乙の社会貢献活動の一環としての応援協力に関し、次の

とおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模災害時に損傷を受けた甲の所管する公共土木施設等の 

被害状況調査を、乙の協力により速やかに実施することを目的とし、必要な事項

を定めるものである。 

 

（応援協力の内容） 

第２条  この協定の対象とする区域は、和歌山県域とする。 

２ この協定でいう大規模災害時とは、震度６弱以上の地震、風水害、その他の大規

模な災害が発生した場合で、和歌山県災害対策本部が設置されたときをいう。 

３ 大規模災害時における応援協力の内容は、次のとおりとする。 

 （１）甲が所管する公共土木施設等の被害状況調査 

  （２）甲への技術的助言 

 

（応援の要請等） 

第３条  甲は、大規模災害時において、公共土木施設等の被害状況調査のため、乙の

応援が必要と認めるとき、又は乙から応援協力の申し出があったときは、乙に対し

て、別に定める応援協力要請書により要請することができる。ただし、文書をもっ

て要請することが困難な場合は、口頭で要請し、その後、速やかに文書を提出する

ものとする。 

２ 前項において、通信手段の途絶等のため、甲から乙への協力の要請が困難な場合

は、甲は、乙の協会員に直接要請できるものとする。 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、甲から第３条の規定による要請があったときは、直ちに応援協力を実

施する乙の会員（以下「調査協力会員」という。）を決定のうえ、別に定める応援

協力受諾書により甲に回答するものとする。ただし、文書をもって回答することが

困難な場合は、口頭で回答し、その後、速やかに文書を提出するものとする。 

２ 調査協力会員は、速やかに第３条の応援協力要請書に記載する現地連絡責任者と

協議の上、被害状況調査を実施するものとする。 

３ 乙の実施する応援協力の期間は、災害発生から１０日以内を基本とする。 

４ 通信手段の途絶等のため、甲から乙への協力の要請又は乙から甲への協力の申し

出が困難な場合において、乙が乙の判断により被害状況等に関する応急調査を行っ

たときは、乙は、可能な限り速やかにその調査結果等を甲に提供するものとする。 

 

県技術調査課



（調査報告） 

第５条 調査協力会員は、前条の規定に基づく調査が完了したときは、別に定める被

害状況調査報告書を現地連絡責任者に速やかに提出するものとする。ただし、文書

をもって提出することが困難な場合は、口頭で報告し、その後、速やかに文書を提

出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 応援協力に要する費用は、乙がこれを負担する。 

 

（災害補償） 

第７条 この協定に基づいて応援協力に従事した者が、応援協力の従事中において負

傷し、又は疾病にかかり若しくは死亡した場合の災害補償については、業務従事者

の使用者の責任において行うものとする。 

 

（災害発生時の情報の提供） 

第８条 乙及び乙の所属会員は、諸活動中に入手した各種被害情報を積極的かつ速や

かに甲に提供するとともに、必要に応じて技術的助言をもって甲に協力するものと

する。 

 

（連絡責任者） 

第９条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては和歌山県県土整備部県土整備

政策局技術調査課長、乙においては社団法人和歌山県測量設計業協会事務局長とす

る。 

 

（協定の適用） 

第１０条 この協定は、平成１７年４月２５日から適用する。 

 

（疑義等の決定） 

第１１条 この協定に関し、疑義又は定めのない事項が生じたときは、甲乙協議して

定めるものとする。 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保管す

る。 

 

 平成１７年４月２５日 

 

（甲）和歌山県知事 木 村 良 樹 
 

 

 

（乙）和歌山市湊通丁南１丁目３番地１ ル・シャトー真砂４Ｆ 
社団法人 和歌山県測量設計業協会 

                                   
会長    西 畑 雅 央 



 

 

51-01-06 

 

「大規模災害時における被害状況調査等の応援協力 

に関する協定書」に基づく確認書 

 

この確認書は、和歌山県（以下「甲」という。）と社団法人和歌山県測量設計

業協会（以下「乙」という。）が平成１７年４月２５日に締結した「大規模災害

時における被害状況調査等の応援協力に関する協定書」に基づく業務を迅速か

つ円滑に遂行するために必要な事項を定めるものである。 

 

第１．応援の要請（協定書第３条関係） 

（１）協定書第３条に規定する応援協力要請書は「別記様式１」とする。 

（２）現地建設部長等は、管内における被害状況の把握のため、乙の協力が

必要と判断した場合は、前号に規定した応援協力要請書により県土整備部

県土整備政策局技術調査課長（以下「技術調査課長」という。）に報告する

ものとする。その際、通信手段の途絶等のためやむを得ず、乙の協会員に

直接要請した場合は、速やかにその旨を技術調査課長に報告するものとす

る。 

 

第２．協力の実施（協定書第４条関係） 

 （１）乙は、あらかじめ地域の実情を考慮し、県内を各ブロックに分割し、

それぞれブロック長を定めておくものとする。 

（２）乙は、速やかな協力要請の伝達や情報共有のため、あらかじめ緊急連

絡体制表（別紙様式１）を作成し、甲に報告するものとする。 

（３）乙は、前号の緊急連絡体制表に変更があった場合は、速やかに甲に報

告するものとする。 

（４）乙は、協定書第３条による要請があったときは、協会員の所在地や編

成人員等を勘案し、調査協力会員を決定し協定書第４条第１項による応援

協力受諾書「別記様式２」により甲に回答するものとする。 

（５）通信手段の途絶等のため、乙からブロック長等への連絡が困難な場合

には、直ちに甲に対しその旨を通報するものとする。 

（６）甲は、前号により報告を受けた場合は、関係のブロック長等と直接連

絡調整を行うものとする。 

（７）前号において甲から要請を受けたブロック長等は、第２の４）に準じ、

調査協力会員を決定し甲の現地連絡責任者に回答するものとする。 

 

第３．調査報告（協定書第５条関係） 

（１）協定書第５条に規定する被害状況調査報告書は「別記様式３」とする。 

（２）乙の現地責任者は、当日の調査終了後、被害状況調査の進捗状況につ

県技術調査課



 

 

いて、甲の現地連絡責任者に報告するものとする。 

（３）別記様式３に添付する被害箇所一覧図においては、下記のとおり被害

箇所を表示し、被害箇所番号を適宜付記するものとする。 

 

  河  川  × 

海  岸  □ 

 砂防施設    
 地すべり防止施設     
 急傾斜地崩壊防止施設   

道  路  ○ 

橋  梁  △ 

下水道  

      (公 園) 
                港  湾     ■ 

              空   港     ☆ 

                漁  港     ◇ 

 

第４．災害補償（協定書第７条関係） 

（１）応援協力活動に従事する者は、危険が伴う業務であることを十分認識

し、事故防止に細心の注意を払わなければならない。 

（２）調査協力会員は、社員を応援協力活動に従事させる場合、補償保険制

度等の活用を図り、万一の事態に備えなければならない。 

 

第５．その他 

 （１）応援協力に際し、応援協力従事者の身分等を明らかにするため、作業

車両には黄色回転灯及びステッカーを付けるとともに、応援協力従事者は

腕章を着用するものとする。 

  （２）前号のステッカー及び腕章の規格等は、別紙１のとおりとする。 

 

 

 この確認書を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１

通を保管する。 

 

平成１７年 ５月 ９日 

 

（甲） 和歌山県県土整備部県土整備政策局技術調査課 

     

     課  長   尾 花 正 啓  

 

（乙） 社団法人 和歌山県測量設計業協会 

     

事務局長   坂 梨  俊 



別記様式１（第３条関係）

応援協力要請書

「大規模災害時における被害状況調査等の応援協力に関する協定書」第３条

により、被害状況調査を要請します。

１ 応援協力を要請する日時、場所等

( )調査希望日時1

( )調査要請場所2

２ 現地連絡責任者

建設部等名称 ：

所属・職・氏名：

： ：TEL FAX
３ その他必要な事項

平成 年 月 日

社団法人 和歌山県測量設計業協会

会長 西畑 雅央 様

和歌山県知事 木村 良樹

県担当者 所 属 県土整備部県土整備政策局技術調査課

氏 名

電話番号



別記様式２（第４条関係）

応援協力受諾書

「大規模災害時における被害状況調査等の応援協力に関する協定書」第４条

により、被害状況調査を受諾します。

１ 応援協力を実施する日時、場所等

( )調査実施日時1

( )調査実施場所2

２ 現地責任者等

調査協力会員名：

氏名等 ：

： ：TEL FAX

３ その他必要な事項

平成 年 月 日

和歌山県知事 木村 良樹 様

社団法人 和歌山県測量設計業協会

会長 西畑 雅央

担当者

氏 名

電話番号



別記様式３（第５条関係）

第 号

平成 年 月 日

様

（社）和歌山県測量設計業協会

現地責任者

被害状況調査報告書

平成 年 月 日に要請のあった公共土木施設等の被害状況調査について

は、別添のとおり調査が完了したので 「大規模災害時における被害状況調査等の、

応援協力に関する協定書」第５条の規定により報告します。

記

１：被害箇所一覧表（別添様式１）

２：被害箇所状況調査書（別添様式２）

３：被害箇所状況写真（別添様式３）

４：被害箇所一覧図



別添様式１ № 　   　  　　

被 害 箇 所 一 覧 表
現地責任者：

番号 河川・路線名等 市町村 大字 種類 延長 幅員 法長 備考
図面
番号

＊１．種類欄には、｢護岸決壊｣･｢路側欠損｣･｢法面崩壊等｣、被災状況を的確に記載すること。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

計

                  建設部管内



別添様式２

被 害 箇 所 状 況 調 査 書
平成 年 月 日作成

番号： 作成者：

河川･路線名等

被 災 場 所 地内市町村

施 設 別 道路 橋梁 河川 海岸 砂防 地すべり

施 急傾斜 その他（ ）

設 被災種類 崩土 路側決壊 法面崩壊 流失 （ ）

被 護岸決壊 堤防決壊 破堤 河道埋塞 （ ）

害 延長＝ ｍ 幅員＝ ｍ 残幅員＝ ｍ

状 高さ＝ ｍ 法長 ＝ ｍSL
況 （崩土量＝約 ｍ ）３

所見

概略平面図 概略横断図等

※目印になるもの（電柱、橋梁など）を記入。

※隣接する災害箇所で 同施設 河川 道路・・・別 の被災箇所間が直線距離 で１００ｍ以内の場合は 起点側から そ、 （ 、 ） 、 「

の１工区 「その２工区 ・・・と、順次記入のうえ、調査書を各々作成する 「その１工区」の所見欄には、その位置関」 」 。

係を記入するものとする。



別添様式３

被 害 箇 所 状 況 写 真

番号： 撮影日：平成 年 月 日

河川･路線名等

被 災 場 所 地内市町村

（写真）

。※道路においては、→至◎◎方面、河川においては、→流向を記入すること



（例）
別紙様式1

会　　　長 ○○太郎 ０７３（４３６）５６１１ 090-****-**** 　　　****@*******ne.jp

事務局長（連絡責任者） ○○次郎 ０７３（４３６）５６１１ 090-****-**** 　　　****@*******ne.jp

（株）○○測量 ○○四朗 ○○コンサルタント ○○四朗 （有）○○測量 ○○四朗

（株）○○測量設計 ○○五朗 ○○測量設計事務所 ○○五朗 ○○コンサルタント㈱ ○○五朗

（有）○○コンサルタント ○○六朗 （有）○○測地 ○○六朗 （有）○○測量設計事務所 ○○六朗

（社）和歌山県測量設計業協会　緊急連絡体制表

ブロック長　
○　○　　ブロック

****@*******ne.jp ****@*******ne.jp ****@*******ne.jp

（社）和歌山県測量設計業協会

○　○　　ブロック ○　○　　ブロック

090-***-**** 090-***-**** 090-***-****

073(441)1111

ブロック長　

073(441)1111

ブロック長　

073(441)1111

****@*******ne.jp ****@*******ne.jp ****@*******ne.jp

073(441)1111 073(441)1111 073(441)1111

090-***-**** 090-***-**** 090-***-****

073(441)1111

****@*******ne.jp ****@*******ne.jp ****@*******ne.jp

073(441)1111 073(441)1111

090-***-**** 090-***-**** 090-***-****



別紙　１
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   大規模災害時における被害状況調査等の応援協力 

  に関する基本フロー図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

乙［（社）和歌山県測量設計業協会］甲［和歌山県］ 

建設部等  

現地連絡責任者  

 

①  
状  
況  
報  
告  

（申し出）

④  
連
絡  

⑥調査報告

④  
連  
絡  

  

連絡責任者  

（技術調査課長）  

 

連絡責任者  

（事務局長）  

ブロック  
調査協力会員  
現地責任者  

②要請

③受諾

⑤協議



大規模災害時における応急対策調査業務に関する協定書 

 

 和歌山県（以下「甲」という。）と一般社団法人関西地質調査業協会（以下「乙」という。）

は、地震、風水害、その他の大規模な災害が発生した場合（以下「大規模災害時」という。）

における、甲が所管する施設の緊急的な応急対策調査業務の実施に関し、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、大規模災害時において、甲が管理又は委託管理する施設並びにその他

甲が必要と認める施設等（以下「所管施設等」という。）における被害の緊急的な応

急対策調査を実施するにあたり、甲及び乙は協力して被害の拡大の防止と被害施設

の早期復旧に資することを目的とする。 
  ２  本協定でいう大規模災害時とは、震度６弱以上の地震、又は風水害、その他の大

規模な災害が発生し、知事が認めることによる和歌山県災害対策本部が設置された

時をいう。 
 
（業務の実施範囲） 

第２条 業務の実施範囲は、甲の所管施設等における被害発生箇所とする。 
 
（業務実施の要請） 
第３条 甲は所管施設等が被災し、必要と認めるときは業務要請書（別記様式第１号）に

より乙に対し出動を要請するものとする。ただし、文書により要請することが困難

な場合は、電話その他の方法により要請し、事後において速やかに業務要請書を提

出するものとする。 
 ２  前項において、通信手段の途絶等のため、甲から乙への協力の要請が困難な場合

は、甲は、乙の会員に直接要請できるものとする。 
 

（業務の内容） 
 第４条 乙は、甲からの出動要請があったときは、直ちに業務を実施する乙の会員を決定

の上、業務要請受諾書（別記様式第２号）により甲に報告するものとする。 
  ２  乙の会員は、甲からの出動要請を受けた乙の指示に基づき、できる限り速やかに、

業務要請書に記載する現地連絡責任者と協議の上、所管施設等の被災状況を把握し、

当該災害の応急対策調査を実施するものとする。 
３  乙又は乙の会員は、前項の規定により業務を実施したときは、業務の終了後速や

かに業務報告書（別記様式第３号）により、甲の現地連絡責任者にその状況を報告

するものとする。ただし、文書により報告することが困難な場合は、電話その他の

方法により報告し、事後において速やかに業務報告書を提出するものとする。 
４  乙は、応急対策調査を迅速に遂行できるよう日頃から体制の整備や必要な技術者

等の確保に努めるとともに、乙の会員による連絡系統図及び連絡一覧表からなる実

施体制表を作成しておくものとする。 
 
（業務の実施体制） 

 第５条 前条第４項に定める所管施設等の応急対策調査の実施体制表は、あらかじめ、乙

から甲に提出しておくものとする。 

なお、実施体制表に変更が生じた場合は、速やかに甲に報告するものとする。 

 

（経費の負担） 

 第６条 第４条に基づく業務費用は、現場確認等の被災状況把握に要する費用は乙が負担 

するものとし、応急対策調査の実施に要する費用は甲が負担するものとする。 
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  ２  甲は乙の会員による応急対策調査の費用について、甲の積算基準に基づき費用を

算出し、実施会員と委託契約を締結するものとする。なお、これによりがたい場合

は、その都度、甲乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期限） 

 第７条 本協定の期間は、協定締結日から平成２７年３月３１日までとする。 

  ２  前項に規定する期間満了の１箇月前までに、甲乙いずれからも何ら申し出のない

ときは、引き続き同一条件をもって本協定を期間の満了の日より１年間継続するも

のとする。 

また、締結後、甲乙いずれかの申し出により、本協定は廃止することができる。 

 

（損害の負担） 

 第８条 甲の要請により乙又は乙の会員が実施した業務に伴い、第三者に損害を与えた場

合は、乙又は乙の会員の責任においてその損害を賠償するものとする。ただし、乙

又は乙の会員の責に帰さない理由による損害については、甲と乙又は乙の会員が協

議してその損害を賠償するものとする。 

  ２  乙又は乙の会員は前項の事実の発生後遅滞なくその状況を書面により甲に報告す

るものとする。 

 

（災害補償） 

 第９条 本協定に基づいて業務に従事した者が、本業務において負傷し、若しくは疾病に

かかり、又は死亡した場合の災害補償については、労働者災害補償保険法（昭和２

２年法律第５０号）の適用がある場合を除き、災害応急措置の業務に従事した者の

損害補償に関する条例（昭和３９年和歌山県条例第２７号）を適用する。 

 

（会員等の責務） 

 第１０条 乙の会員は、業務に従事する者に、危険が伴う業務であることを十分認識させ、

事故防止に細心の注意を払わなければならない。 

  ２  乙の会員は、補償保険制度などの活用を図る等により、第８条及び前条に規定す

る損害その他の不足の事態に備えなければならない。 

 

（連絡責任者） 

 第１１条 本協定における連絡責任者は、甲においては和歌山県県土整備部県土整備政策

局技術調査課長、乙においては一般社団法人関西地質調査業協会事務局長とする。 

 

（その他） 

第１２条 本協定に定めのない事項、又は本協定に疑義が生じたときは、その都度、甲乙

が協議してこれを定めるものとする。 

 

  本協定書は２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 平成２７年 ３月１９日 

 

（甲）和歌山県知事  仁 坂 吉 伸 
 

 

 

（乙）一般社団法人関西地質調査業協会 

                                 理事長  荒 木 繁 幸 
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機密性２情報 

平成  年  月  日 
 
 
 （一社）日本建設業連合会 
         関西支部   様 
 
 
                            ○○○○○○ 
 
 
   「災害時における災害応急対策業務及び建設資材調達に関する包括的協定書」 

第 3 条に基づく要請について 
 
  標記について、以下の業務の ○○○○※ を要請する 

件 名  
履 行 場 所  
担 当 事 務 所 
及 び 担 当 者 

 

主 な 業 務 内 容  
 
 
 
 
 
 
 

特 記 事 項  
 
 
 
 
 
 
 

報 告 期 限 平成  年  月  日 
  ※「資機材及び人員に関する情報」、「出動」 



機密性２情報 

平成  年  月  日 
 
 
 （一社）日本建設業連合会 
         関西支部   様 
 
 
                            ○○○○○○ 
 
 
   「災害時における災害応急対策業務及び建設資材調達に関する包括的協定書」 

第４条に基づく要請について 
 
  標記について、以下の 資材調達 を要請する 

件 名  
履 行 場 所  
担 当 事 務 所 
及 び 担 当 者 

 

主 な 必 要 資 材  
 
 
 
 
 
 
 

特 記 事 項  
 
 
 
 
 
 
 

報 告 期 限 平成  年  月  日 
   



51-02-00 放射線検出等初期対応マニュアル（連絡体制等） 県危機管理消防課

放射線検出等初期対応マニュアル（連絡体制等）

県内において、放射線検出等の事案の発生にあたり、県民の安全安心な生活を守る立場から、下記の連絡

体制等により初期対応を図る。

（本庁の場合）

１ 放射線検出問題連絡会の開催等（別添１）

危機管理・消防課は放射線検出等の連絡を受けた場合、情報収集するとともに、速やかに放射線検出問

題連絡会（以下「連絡会」という ）を開催する。。

連絡会の構成課は、広報課、危機管理・消防課、環境生活総務課、医務課、健康推進課及び発見場所等

の所管に関係のある課（注１）とする。

危機管理・消防課は、事案の内容により必要に応じて関係機関へ連絡する。

連絡会は、次の事項に関し、協議する。

(1) 情報の収集

(2) 健康への影響

(3) 周辺への影響

(4) 原子力規制委員会との連絡調整

(5) 各振興局との連絡調整

(6) その他関係各機関との連絡調整

(7) 今後の対応方針の検討

(8) 県民への情報提供

(9) その他必要なこと

連絡会の会長は、連絡会の事務局を所管する部長とし、副会長は、危機管理監とする。

連絡会の事務局は、迅速な決定が必要なことから、危機管理監が下記の例示に基づき決定する。

連絡会の事務局の例示

廃棄物関係……環境生活部、 病院・医療・薬局関係……福祉保健部、

企業関係……商工観光労働部、農林水産業関係……農林水産部、

道路・河川等土木関係……県土整備部

その他……発見場所等と関係のある部又は危機管理局

２ 放射線検出問題対策会議（以下「対策会議」という ）の開催。

対策会議の責任者は副知事とする。

副知事は、事案の重要性等、必要に応じ、連絡会を対策会議に移行させる。

対策会議の責任者以外の構成員は、危機管理監、知事室長、総務部長、企画部長、環境生活部長、福祉

保健部長、関係部長とし、次の事項に関し、協議する。

(1) 情報の収集

(2) 健康への影響

(3) 周辺への影響

(4) 原子力規制委員会との連絡調整
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(5) 各振興局との連絡調整

(6) その他関係各機関との連絡調整

(7) 今後の対応方針の検討

(8) 県民への情報提供

(9) その他必要なこと

対策会議の事務局は、原則として、連絡会の事務局とする。

（注１）発見場所等の所管に関係のある課とは、発見場所の管理を所管している課又は、管理を所管し

ている機関と関係のある課等をいう。

別添１

連絡・通報体制図（本庁の場合）

通 報 者

県庁宿直

関 係 機 関 危機管理・
（市町村・消防本 消防課
部・警察本部等 ）

知事、副知事
等

放射線検出問題連絡会
原子力規制委員会 構成課

情報収集・対応
関 係 機 関 県民への広報

移 行

放射線検出問題対策会議

構成員 副知事、危機管理監、知事室長、総務部長、

企画部長、環境生活部長、福祉保健部長、関係部長

対応方針の決定、県民への広報


